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は じ め に

データベース ・サービスの発展のためには、データベースの整備はもとより、流通体制の確

立などを含め、利用者の立場に立 った総合的な視点が肝要です。

本調査は、こうした点に鑑み、データベース利用の現状および利用者の問題意識を明らかに

し、さらにはデータベース ・サー ビス業の動向を把握することにより、わが国のデータベース

の整備促進および同産業の振興に資することを目的としたものです。

本調査は(財)日本情報処理開発協会に委託 して実施、とりまとめた ものですが、広 く関係各位

の ご参考になれば幸いです。

最後に、アンケー トにご回答いただいた方々をはじめ、通商産業省、日本情報処理開発協会

など、本調査に御協力いただいた関係者の皆様に、心より感謝の意を表 します。

平成9年3月

㈱データベース振興センター

理事長 猪 瀬 博
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1.調 査 の 概 要

1.1調 査 目的

わが国のデータベース ・サー ビスの利用状況を把握すると共に、データベース ・サービスに対

するユーザの問題意識を整理する。さらに、データベース ・サービス業に関する動向を把握 し、

データベース ・サービス産業の振興施策等に資する。

1.2調 査 期 間

平成8年10月 ～11月 。前 回は平成7年9月 ～10月 に調査 した。

1.3調 査 対 象

ユーザ編については、上場企業の構成比率に基づ く一般 企業、および教育機関、調査機関、官

公庁など公共サービスを合わせた2724社 、ベ ンダ編にっいてはデータベース台帳総覧掲載のベ

ンダ企業187社 に調査票を送付 した。

1.4調 査 方 法

郵送によるアンケー ト調査

1.5回 答 企 業 数

(1)デ ータベース ・サ ー ビス実態調査(ユ ーザ編)

(2)デ ータベース ・サ ー ビス実態調査(ベ ンダ編)

665社(回 収率24.4%)

105社(回 収率56.1%)

1.6調 査 内 容

(1)デ ータベース ・サ ー ビス実態調査(ユ ーザ編)

今回の調査で は、会社概要 、データベ ースの利用実績 と予定、商用 デー タベースのデータの種

類 と利用分野、 デー タベ ースの利用者、利用上の問題点、今後 の利用予定、イ ンハ ウス ・デ ータ

ベース と社 内情報 システ ム、イ ンターネ ッ ト、パ ソコン通信 でのデータベースの利用 およびCD

-ROMに つ いて調査 した。

② データベース ・サ ー ビス実態調査(ベ ンダ編)

データベ ース ・サー ビス業 につ いて は、会社概要、サー ビス形態、データベ ース ・サー ビスの

売上高、期待す るメデ ィア等 を調査 した。特 にプロデ ューサ に対 して は、データベースのデ ィス

トリビューシ ョン方法 、構築上の問題点 、公的 データの提供 について調査 した。 また、プ ロデ ュ

ーサあ るいはデ ィス トリビュータの場合には、画像な どデータの種類 、CD-ROM化 されたデ

ータベー ス、イ ンターネ ッ トにっいて も調査 した。

なお、調 査内容 の詳細 にっ いて は、附属 資料の調査票 を参照 していただきた い。
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2.商 用 データベー スの利用 の現状

「データベース ・サー ビス実態調査(ユ ーザ編)」 は1985年 より毎年実施 してお り、今回で12

年 目になる。平成8年 度の調査は、平成8年10月 から約1ヵ 月半にわたっておこなわれた。調査

票は国内の企業、教育機関、公共団体などへ2724通 発送 し、665回 答(回 収E$24.4%)が 寄せら

れた。以下、本章では同調査を もとに商用データベースの利用状況とユーザの意識動向について

報告する。

2.1調 査 方 法 と 概 要

本調査で は回答 を集計す るに当た って以下 の3つ の基準 によ り分類 し、分析を試 みた。

① 従業者数 による企業規模別(図 表2-1)

②11グ ループにま とめた業種別(図 表2-2)

③ 『回答企業の所在地 による地域別(首 都圏は東京、千葉 、埼玉、神奈 川)

まず、集計対象 となる回答企業の概要で あるが、図表2-3は 各分類基準 ごとのデー タベース

利用 の有無の件数で ある。従業者数 による規模別の構成比 は中小企業20.0%、 大企 業57.9%、 公

共 サー ビス22.1%と なっている。 また、地場llで は首都 圏55.3%対 その他の地域44.7%で あ る。

業種別 にみる と、 「情報処理 ・情報提供業」(16.8%)、 「その他製造業」(11.6%)、 「その他対

事業所サー ビス」(9.6%)、 「電気 ・一般 ・輸送機 械製造業」(9.2%)と 続 いてい る。 また、製

造業 をとりまとめた第2次 産業全体で は40.2%、 公共 サー ビスを除 いた第3次 産業全体 が38.5%

とな っている。

回答のあ った企業 におけ るデ ータベー スの利用 は、全体の平均で63.5%が 現在 「使 って い る」

と して いる。 これを企業規模で と らえ ると、中小企業 では53.4%、 大企業で は68.3%が 利用 して

いる。業種別で は 「石油 ・化学工業」(93.1%)を 筆頭 に、 「その他」(75.0%)「 建設業 」(72.5

%)、 「電気 ・一般 ・輸送用機械製造 業」(70.5%)の 各業種 とい う順 にな っている。

図表2-1従 業員数による企業規模別分類基準

業 種 中小企業 大企業 公共ザビス

鉱業、製造業、運輸業、その他業種

(建設業、医薬品製造業、電気機器製造業
化学工業、鉄鋼業 など)

300人 以下 300人
より多い

小売業、サービス業

(銀行 ・証券業、保険業、不動産業、
電力 ・ガス、情報処理サービス業など)

50人 以下 50人
より多い

卸売業 100人 以下 100人

より多い

公共サービス(学 校その他教育機関、調査 ・研究機関、組合 ・諸団体、
政府 ・地方公共団体 など)
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図表2-2 業種グループ別分類基準

業種グループ 日本標準産業分類の業種分類

1.建 設 業

第 2.石 油 ・化学工業 医薬品製造、石油、化学工業
二
次 3.鉄 鋼 ・非鉄 ・金属製造業
産
業 4.電 気 ・一般 ・輸送機械製造業

5.そ の他製造業 食品工業、繊維 ・紙 ・パ ルプ業、 ガラス ・土石

製品、印刷 ・出版 ・新聞、その他製造業

6.商 業

第
三 7.金 融 ・保険業 銀行 ・証券 ・保険
次
産 8.情 報処理 ・情報提供業

業
9.そ の他対事業所サービス 不動産、運輸 ・倉庫、電力 ・ガス、放送 ・通信、

シ ンクタンク、広告、その他サ ー ビス業

10.公 共 サー ビス 学校その他教育機関、病院その他医療機関、

調査 ・研究機関、組合 ・諸団体、政府 ・地方公
共団体

11.そ の他 農 ・林 ・水産業、鉱業 、その他
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図表2-3回 答企業の概要

回答件数

(%)

使っている

件数%

使っていないが
以前使っていた

件数%

使っていない

件数%

規

模

別

1.中 小 企業 133(30.2) 71 53.4 4 3.0 58 43.6

2.大 企 業 385(57.9) 263 68.3 12 3.1 110 28.6

3.公 共 サー ビス 147(22.1) 88 59.9 5 3.4 54 36.7

業

種

別

1.建 設 業 40(6.0) 29 72.5 1 2.5 10 25.0

2.石 油 ・化学工業 58(8.7) 54 93.1 0 0.0 4 6.9

3.鉄 鋼 ・非鉄 ・金属 31(4.7) 14 45.2 0 0.0 17 54.8

4.電 気 ・一般 ・輸送機械 61(9.2) 43 70.5 2 3.3 16 26.2

5.そ の他製造業 77(11.6) 48 62.3 2 2.6 27 35.1

6.商 業 33(5.0) 14 42.4 1 3.0 18 54.5

7.金 融 ・保険 30(4.5) 18 60.0 0 0.0 12 40.0

8.情 報処理 ・提供業 112(16.8) 63 56.3 8 7.1 41 36.6

9.そ の他の対事業所サービス 64(9.6) 42 65.6 1 1.6 21 32.8

10.公 共 サ ービス 147(22.1) 88 59.9 5 3.4 54 36.7

11.そ の 他 12(1.8) 9 75.0 1 8.3 2 16.7

地
域
別

1.首 都 圏 368(55.3) 243 66.0 16 4.3 109 29.6

2.そ の他 297(44.7) 179 60.3 5 1.7 113 38.0

合 計 665 42263.5 213.2 22233.4

一4一



2.2利 用実 績 と予 定

(1)年 間利用金額

図表2-4は 、今回の調査における企業規模別にみた回答1社 あたりの年間平均利用金額であ

る。従来、利用金額の算出には国産 ・海外製の内訳金額を記入した回答のみを集計対象としてい

た。 しか し、近年はパソコン通信やインターネ ット経由の利用など、国産 ・海外製 という利用内

訳が把握 しづらくなっている。そのため、今回は国産 ・海外の利用内訳の記入の有無にかかわら

ず利用総額のみ回答 している企業 も対象として、実情により近い金額として集計 した。

利用金額ベースでみた1995年 度の利用実績は、全体平均で3235.9万 円である。参考として表示

した前回調査の1994年 度実績における同 じ条件のデータは3353.9万 円で、若干の減少となってい

る。全体平均金額は高額利用者である大企業の多寡による影響が少なくない。今回の調査で も大

企業の回答数の減少(257社 →212社)を 受けたと考えられる。

図表2-4企 業規模別1社 あたり年間平均利用金額(総 額記入)
(単位:万 円)

前 回 調 査 今 回 調 査

1994年 実 績

(N・373)

.

1995年 実 績

(N・344)

1996年 予 定

(N・350)

中 小 企 業

大 企 業

公共サービス

306.3

4,759.1

197.4

1

291.3
(-4.9)

5,101.3
(7.2)

199.5
(L1)

301.3

5,127.2

185.9

第2次 産業平均

第3次 産業平均

1,658.9

8,211.0

1,931.5
(16.4)

7,533.1
(-8.3)

2,099.2

7,187.8

全 体 平 均 3,353.9 3,235.9

(-3.5)

3,269.7

(注)実 績の()内 は前年度伸び率で、単位は%。

また、これを企業規模でみると中小企業は1社 あたり291.3万 円、大企業が5101.3万 円となり、

非常に大 きな開きが生 じている。対前年度実績では中小企業で若干減少 しているが、大企業では

5000万 円の大台に到達 し、またさらに1996年度の予定は中小企業 ・大企業とも増加傾向を示 して

いる。業種別で も、第2次 産業では2桁 のアップとなっている。

業種別に平均利用金額の1995年 度実績をみると、従来通り 「金融 ・保険業」の金額5億1331.4

万円は他を大 きく引き離 している。続いて 「その他製造業」の4116.2万 円、 「電気 ・一般 ・輸送

用機械製造業」の1635.1万 円となっている。前回調査の1994年 度実績の平均利用金額 と比較する
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と、下回っているのが 「商業」、 「鉄鋼 ・非鉄 ・金属製造業」、 「情報処理 ・情報提供業」など

5業 種、上回っているのが 「電気 ・一般 ・輸送用機器製造業」、 「建設業」など4業 種である。

1996年度伸び率予想では 「石油 ・化学工業」で36.6%の 増加を予定 しているが2桁 の伸びはこ

の業種だけで、その他の各業種はごくノ」、幅の伸びを見込んでいる。

また、従来通り利用金額の国産 ・海外製の内訳を記 入した回答のみを集計 した国産対海外製の

比率は1995年実績で約8対2と なり、前回(95年)調 査より国産データベースの利用割合が高ま

っている。業種別でみて も全ての業種で海外製よりも国産の利用金額が多いという結果になった。

特に 「商業」ではee.7%が 国産で占められている。その他 「建設業」、 「鉄鋼 ・非鉄 ・金属製造

業」で も国産選好率が8割 を超えている。

図表2-5は1995年 度実績の企業規翻1」利用状況を金額分布でとらえたものである。中小企業

では年間利用金額が100万 円以上200万 円未満(月 額にして約8万 円～16万 円)が31.0%と 前回調

査よりも10ポイント増えて最 も多 くなっている。200万 円以上500万 円未満の利用層の割合は半減

したので、200万 円未満の利用層が約7割 を占める結果になった。

大企業では傾向としては前回とほとんど変わっていない。200万 円以上500万 円未満の層が19.8

%と 最 も多 く、利用金額は比較的均等に分布 している。平均利用金額 は5101万 円と、前回調査よ

り7%ア ップした最高の層に位置 しているが、これはビッグユーザの存在によると考えられる。
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1

→

1

1000万 円以 上

2000万 円未 満20万 円未 満

/500万 円以上

!og9
,0万霊 ぼ

200万 円 以上

500万 円未 満

100万 円以 上

200万 円未 満

20万 円以上

50万 円未満

50万 円以上

100万 円未満

5000万 円

以 上

2000万 円 以 上 ＼7.5%

5000万 円 未 満＼

1000万 円以 上

2000万 円未 満

500万 円以 上

1000万 円未 満/

20万 円 未 満

6.6%

'20万 円 以上

50万 円未 満

年 間 平 均

5,101.3万 円

200万 円以 上

500万 円未 満

50万 円 以 上

100万 円 未 満

8.5%

100万 円以 上

200万 円未 満

図 表2-5 1995年 度実 績 企 業 規模 別 年 間利 用 金 額(N=344)



図表2-6 業種別利用部 門

よ
1|

回答

件数

企 画 部 門

(%)

調 査 部 門

(%)

研究 部 門

(%)

特 許 部 門

(%)

システム開 発

部 門(%)

生 産 部 門

(%)

営 業部 門

(%)

総 務 部 門

(%)

そ の他

部 門(%)

建設業 27 10.2 14.3 17.7 3.9 1.5 1.5 40.4 6.1 4.4

石油 ・化学 工 業 48 8.0 12.1 36.7 27.4 1.7 0.6 10.0 0.8 2.6

鉄 鋼 ・非鉄 ・金属 11 6.4 4.5 44.5 17.3 1.8 3.6 0.9 16.4 4.5

電 気 ・一般 ・輸 送機 械 36 15.4 8.4 20.8 35.5 0.6 3.5 12.6 2.2 1.1

その他製造業 43 15.4 23.6 17.7 16.3 2.6 6.8 5.7 2.8 9.1

商業 12 6.7 13.3
〔

4.2 0.0 4.2 0.0 44.2 12.5 15.0

金 融 ・保 険 14 7.9 12.6 3.3・ 0.0 10.0 0㌦0 18.9 1.1 46.2

情報処理 ・提供業 50 11.7 38.8 4.8 6.0 5.2 4.5 16.1 4.4 8.5

その他 の 対事 業 所 サービス 39 16.5 29.6 9.9 11.8 1.6 2.5 11.0 1.8 15.3

公 共 サ ー ビス 71 5.5 30.2 32.2 1.3 1.7 0.2 1.7 0.7 26.5

その他 8 9.4 29.4 23.8 13.1 0.0 0.0 18.1 0.0 6.3

〔合 計 〕 359 10.7 22.7 20.7 12.7 2.5 2.4 12.8 3.0 12.5

,



② 部門別利用状況

図表2-6で は金額ベースで見た部門別のデータベース利用状況を示 している。全業種合計で

は 「調査部門」が22.7%と 最 も多 くなっている。続いて 「研究部門」(20.7%)、 「営業部門」(12

.8%)、 「特許部門」(12.7%)の 順になっている。前回調査と比較すると 「営業部門」では2ポ

イン トアップしているが、 「研究部門」では逆に2ポ イントダウンしている。

業種を切 り口とした部門別の利用状況は、第2次 産業で研究部門と特許部門の利用が多いとい

う従来の傾向が続いている。今回調査では平均でそれぞれ25.7%、21.8%で ある。特に 「鉄鋼 ・

非鉄 ・金属製造業」では研究部門で44.5%の 高い利用割合を示 している。営業部門での利用 も年

々高まっており、とりわけ 「建設業」では40.4%と いう高い値を示 し、また 「石油 ・化学工業」

と 「電気 ・一般 ・輸送用機械製造業」では前回より倍増 した値になっている。

第3次 産業では、調査部門と営業部門での利用が多いという傾向が継続 している。それぞれ平

均で29.8%、17.6%で ある。また 「その他の部門」での利用 も多い。これはディーリングや現業

部門での利用 も多いためと思われる。 「公共サービス」においても 「その他の部門」での利用割

合は高 く(26.5%)、 エ ンドユーザ個人がデータベースを利用できる環境が整い、業務で活用 して

いる結果と考えられる。
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2.3利 用 の 多 い 商 用 デ ー タ ベ ー ス の 種 類 と 内 容

(1)利 用の多 いシステムとデータベース

図表2-7は 各回答法人 における利用金額 の上位5シ ステムを集計 し、件 数順 に並べた もので

あ る。全体合計で最 も回答件数が多か ったのはJOIS(209件:52.6%)、 日経 テ レコ ン(200件

:50.4%)、PATOLIS(142件:35.8%)、DIALOG(137件:345%)、G-Search

(90件:22.7%)と い う順で ある。JOISが1位 に戻 ったが、上位の9シ ステムは順番の入れ替

えはあって も固定化 して いる。 また、全体的 にみて国産 の システムが上位に位 置 して いる。

企業規模別の上位3つ は大企業がJOIS(52.0%)、 日経 テ レコン(51.2%)、PATOLIS

(42.7%)と い う順位で ある。 また中小企業で はJOIS(547%)、DIALOG(42.2%)、 日経

テ レコン(40.6%)と なってお り、前 回同様JOISとDIALOGは 中小企業での利用割合の

方が高 くなっている。

業種別 に見 ると1位 のJOISは 「鉄鋼 ・非鉄 ・金 属製造業 」で84.6%と 極 めて利用率が高い。

第2次 産業の各業種で は70%以 上の利用が ほか に2業 種 あ り、平均で68.0%と な って いる。PA

TOLISも 同様 に第2次 産 業での利用が高 い。一方 で、第2位 の 日経テ レコンは第3次 産業 で

の利用が多 くな って いるが(平 均53.6%)、 全般 に幅広 い利用者層を獲得 している。

利用頻度の多い5デ ー タベース(フ ァイル)に ついて も、 システム同様に集計 した(図 表2-8

)。 システムの集計を反 映 した結果 にな って いるが、新 聞記事 データベースの登場が 目立つ。

前回調査に引き続 き、契約 しているデータベース ・サー ビスの システム数 につ いて も調査 して

いる。全体平均で は1社 あた り7.8シ ステムで、前 回 とほ とん ど変化がない。規模別で は大企業

で平均9.8シ ステム、中小企業 が5.3シ ステムであ る。契約数の分布 をみて みると最大なのは10

システム以上の22.5%で 、前回 よ りもさ らに増 えてい る。次 いで2シ ステムの16.0%、1シ ステ

ムの14.5%と い う順 にな り、複数の システム と契約す る傾 向がみ られ る。
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図表2-7 回答件数順にみた利用金額の多いシステム(N=397=複 数回答)
(各回答企業の、利用金額上位5シ ステムの集計)

1996年

サ ー ビス ・システ ム名

順 位 回答件数

1 209 JOIS
2 200 日経テレコン
3 142 PATOLIS
4 137 DIALOG

5 90 G-Search
6 82 STNINTERNATIONAL
7 67 COSMOS
8 40 ELNET

9 37 TSR
10 34 NACSIS-IR

11 30 NICHIGAI-ASSIST
12 25 BRANDY

13 20 ロイターモニター

14 18 DIALINE
15 14 MAIN

16 14 DIALINE
16 14 MAIN

図表2-8 利用回数の多 いデータベース(Nニ386=複 数 回答)

1996年

デ ータベ ース名

順 位 回答件数

1 189 JICST科 学技術文献ファイル
2 173 日経新聞記事データベース
3 137 特許 ・実用新案ファイル
4 125 COSMOS2

5 95 TSR-BIGS
6 63 日経Who'sWho

7 60 WPI
8 54 CA

9 53 朝日新聞記事データベース
9 38 商標ファイル
11 32 MEDLINE
12 28 CA-SEARCH
12 28 読売新聞記事データベース
14 24 毎 日新聞記事データベース
15 21 INSPEC

15 21 日経財務データ
'
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(2)よ く利用するデータベ ースの分野

図表2-9は ユーザが よ く利用 してい るデー タベ ースの対象分野 について、国産/海 外製別 に

ま とめた ものであ る。国産 デー タベ ースの場合 「新聞/雑 誌/ニ ュース」 と 「企業財務/企 業情

報 」が70.3%で ならんで トップとな って いる。続いて 「人物/機 関情報 」(47.2%)、 「特許 」(41

.8%)と 、前回調査 と同 じ順番であ る。

一方、海外製のデータベ ースで は 「特許」(52.6%)が トップであ り、以下 「企業財務/企 業情

報 」(50.7%)、 「新聞/雑 誌/ニ ュース」(45.9%)と 、 こちら も前 回 と同 じ順番で続いてい る。

国産、海外製 に係わ らず、 よ く利用す るデー タベースの分野 と して 「新聞/雑 誌/ニ ュース」

と 「企業財務/企 業情報 」に対す る選択率 は年 ごとに高 ま ってい る。 また、大 きな分類でい う 「

一般 」あるいは 「ビジネス」の利用 も、ユ ーザ層の広が りにつれて相対 的 に多 くな って きてい る。

0 10 20 30 40 50 60 70(%)

70.3

新 聞/雑 誌/
ニ ュ ース

企業財務/

企業情報

人物/機 関情報

特 許

45.9

'70
.3

50.7

47.2

26.3

41.8

52.6

29.0

全 般

(百 科 辞典 ・書 誌)

市場/商 品

医学/薬 学/

生命学/生 物

22.0

25.8

24,9

24.1

37.8

国 産 データベース(N・411)

海 夕V製 データベース(N=209)

自然 科学(そ の他)

17.0

23.9

図 表2-9 よ く利 用 す る デ ー タベ ー ス の分 野(複 数 回答)
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(3)利 用 しているデータの タイプ

ユーザが現在利用 している、 また は今後利用 を増や した いと考 えて いるデー タのタイプについ

て、オ ンライ ン/オ フライ ン別 に調査 している(図 表2-10)。

まず、現在利用 しているオ ンライ ン ・サー ビスで最 もよ く利用 されて いるの は 「テキス ト(リ

ファレンス)」 であ る。次 いで 「テキス ト(フ ァク ト・文字)」 、 「数値」 となり、上位 の順番

はこの3年 間変化はない。 しか し、CD-ROMな どのオフライ ンでは 「画像(静 止画 ・イ メー

ジ ・写真)」 が25.7%で 、つ いに 「数値」を抜 き3位 となった。

今後利用 したい、あ るいは利用 を増や したいタイプにつ いて も、オ ンライ ン/オ フライ ンとも

に 「画像(静 止画 ・イ メー ジ ・写真)」 は高い選択率を記録 して いる。 ただ し、 テキ ス トタイプ

のデータに対す る選好 は依然 と して高い。

図表2-10現 在利用している/今 後利用を増や したいデータのタイプ(複 数回答)

現在利用 している(N・385) 今後利用を増や したい(N・309)

オ ンライン オフライン

1

オンライン オフライン

(CD-R服 等) (CD-ROM等)

(N=375) (N・148) (N=275) (N=154)

テキス ト(リ フ ァレンス)傘 310(82.7) 97(65.5) 139(50.5) 73(47.4)

テ キス ト(フ ァク ト・文字) 263(70.1) 92(62.2) 137(49.8) 68(44.2)

数値 149(39.7) 37(25、0) 126(45.8) 44(28.6)

画像 ・グラフ(描 画 によ る:NAPLPな ど) 30(8.0) 24(16.2) 113(41.1) 62(40.3)

画 像(静 止 画・イメージ:写真な ど) 27(7.2) 38(25.7) 131(47.6) 72(46.8)

映像(動 画) 4(1.1) 2(1.4) 51(18.5) 36(23.4)

武 士
日戸 4(1.1) 3(2.0) 33(12.0) 23(14.9)

‡)「リファレンス」とは目録などの二次情報を指す。()内 は各回答数に対する百分率 。
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(4)利 用を望んでいるデータのタイプ

前回調査に続き、ユーザが利用 したいと望んでいるデータについて、1次 資料/2次 資料(グ

ラフ ・目録等)そ れぞれを文字データと数値データに分けて尋ねている。

図表2-11に 示 した順位は前回と変わ っておらず、1次 情報に対する要望 は相変わらず高い。

なかでも 「1次資料 ・文字データ」は77.8%で ある。企業規模別、第2次 産業平均、第3次 産業

平均いずれ も70%を 超えていることも前回と同 じで、圧倒的である。次いで 「1次資料(数 値デ

ータ)」 の61 .6%で 、特に 「電気 ・一般 ・輸送用機械製造業」では82.1%の 選択率である。

いずれも具体例には、 「地方自治体 ・政府の各種統計 ・発表資料」というような公的データが

最 も多い。その他 「企業情報」や 「新聞記事」、 「雑誌記事や論文の全文」などが挙げられてい

る。

「2次資料」は1次 資料と大きく差が開いた形になっているが、それでも数値データの方が選

択率がやや高い。具体例をみると論文の抄録、図書所蔵目録、統計の書誌情報などが挙げられて

いる。

1次 資料(文 字 デ ー タ)

1次 資料(数 値 デ ー タ)

2次 資料(数 値 デ ー タ)

2次 資料(文 字 デ ー タ)

0 10203040506070 80(%)

77.8

図 表2-11 利 用 を望 ん で い るデ ー タ の タイ プ

(N=2了91複 数 回答)
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⑤ 公的データの利用

公的データ(行 政機関などの公的機関が作成、公表 しているデータ)を 扱 うデータベースの利

用については、 この3年 続けて調査 しており、図表2-12は 今回の結果を示 したものである。現

在利用 しているという回答は237件 で、データベースを利用 している企業の56.2%に 及んでいる。

これは前回に較べて20ポ イントアップしたことになる。

利用データベースを文字と数値に分けると企業規模別 ・業種別に関わらず文字データベースを

挙げる回答の方が多か った(回 答237社 の うち214件:90.3%)。 これは今回の調査で設けた 「特

許情報」、とりわけ第2次 産業における高い選択率(78.9%)が 反映 した結果 といえる。数値デ

ータは 「企業関連」の43 .5%、 「産業一般 」の34.2%と いう順である。数値データは回答者全体

の58.6%が 利用 しているとしており、利用比率でみると前回よりも下が っている。

一方、 「現在利用 していないが、今後利用 したい」という229件 の内訳は、文字データが200

件、数値データが183件 である。文字データのなかでは 「官報」(52.4%)、 「政府白書関係」(46

.7%)が 高 く、数値データでは 「産業一般 」と 「企業関連」が51.5%の 同率に並び、 「国民経済

・景気 ・金融」(4&0%)が 続いている
。

図表2-12公 的データを扱うデータベースの利用

利用 している 今後利用したい

政府白書関係 55(23.2) 107(46.7)

政府委員会資料 34(14.3) 70(30.6)
文
政府記者発表資料 26(11.0) 55(24.0)
字
官 報 54(22.8) 120(52.4)
デ

1
判例集

都市計画

36(15.2)

18(7.6)

74(32.3)

68(29.7)
タ

特許情報 145(61.2) 52(227)

その他 6(2.5) 7(3.1)

人口 ・雇用 ・労働 42(17.7) 78(34.1)
数
国民経済 ・景気 ・金融 51(21.5) 110(48.0)
値
国際収支 ・貿易 35(14.8) 75(32.8)
デ

|
産業一般

企業関連

81(34.2)

103(43.5)

118(51.5)

118(51.5)
タ

その他 4(1.7) 8(3.5)

(Nニ237) (N=229)
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前節の 「利用を望んでいるデータのタイプ」の回答からも、公的データに対するニーズが非常

に高いことがうかがわれるが、わが国では利用価値の高いデータベースという形での供給態勢が

整っていないケースがみ られる。最近はインターネ ットのホームページで政府 ・地方自治体が情

報提供を行っているケースが増えているが、公的サー ビスと商用サービスとの切 りわけについて

議論が待たれる。

ここで公的データ提供の対価にっいて、 「国民に無料で提供すべきか有料か」という質問を設

けた(図 表2-13)。 約3分 の1の33.5%は 「無条件で希望者全員に、無料で提供すべき」を選

択 した。 しか し、 「作成や提供に係わるコス トを考え、現状に合った料金を設定すべ き」が26.2

%、 「個人利用は無料でも、企業利用や第三者提供を前提とした場合は有料にすべ き」が24.4%

となっており見方がわかれている。公開のスタンスもさることなが ら、提供対価について も議論

の余地がありそうだ。

図表2-13 公 的 デ ー タの 提 供 に 関 す る意 見(N=385件:複 数 回答)

無 条 件 で希 望 者 全員 に無 料 で 提 供 す べ き

インターネヲト上 で も公 開 可 能 な もの は全 て 公 開 す べ き

(%)
33.5

個 入 利 用 は無 料 で も、企 業 や 第 三 者 提供 を前 提 と

した場 合 は有 料 にす べ き

インターネヲト上 で は無 料 の分 野 の み 提 供 す べ き

24.4

個 入 利 用 と、 企 業 又 は第 三 者 提 供 とは料 金 格 差 を

設 けた有 料 にす べ き

インターネット上 で は無 料 の分 野 の み 提 供 す べ き

13.8

作 成 ・提 供 に係 わ る コス トを考 え 、 現状 に合 った

料 金 を設 定 す べ き

インターネ川 上 で は無 料 の分 野 のみ 提 供 す べ き

26.2
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2.4デ ー タ ベ ー ス利 用形 態 の 割 合

本調査では利用金額ベースによるデータベース利用比率を次のように分けて質問 している(図

表2-14)。

①パソコン通信以外のオ ンライン ・サービスの利用

②パソコン通信経由によるデータベース ・サービスの利用

③CD-ROMに よるオフライン・サービスの利用

④その他のオフライン・サービスの利用

全体的に見て、①の利用が国産データベースでは65.0%、 海外製では78.5%と なってお り、前

回からは大 きな変化はない。パ ソコン通信経由での利用は前々回の調査 レベルに戻ってお り、19

96年度の予定では若干ではあるが増加が見込まれている。

③ と④を合わせたオフラインの割合 も従来からあまり変わらない。 しか し、海外製データベー

スについては 「その他のオフライン ・サービス」が微増 している。

図表2-14利 用形態の割合

1995年 実績 1996年 予定

国 産 海外製 国 産 海外製

オ ンライン(パ ソコン通信を除く)

(%)
65.0

(%)
78.5

(%)
64.5

(%)
76.6

パ ソ コ ン 通 信 23.4 9.1 23.8 10.5

CD-ROM 5.9 7.4 6.1 8.4

そ の 他 5.7 5.0 5.6 4.5

(N=360)(N=177) (N・348) (N・175)
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2.5料 金 問題 と利 用 上 の 問題 点

(1)料 金問題

前回に引き続き、国産 ・海外製のデータベースに分けて、情報料金に対する印象を尋ねている。

国産のデータベースについて、全体平均で 「高い」が5&8%、 「妥当」が4仕4%と なり、 「安い

」はO.8%で ある。データベースの分野別に 「高い」と 「妥当」の割合を比較すると、 「新聞/

雑誌/ニ ュース」などを含む 「「般」分野はほぼ同 じ割合である。 「ビジネス」や 「自然科学」

では差が大きく、特に 「特許」と 「企業財務/企 業情報」では7割 以上が 「高い」と感 じている。

一方、海外製データベースでは全体平均で 「高い」51.8%、 「妥当」43.3%、 「安い」4.9%と 、

国産よりも評価が高い。また、値ごろ感が見 られるのは国産同様、 「一般」分野で、 「妥当」の

選択率が 「高い」を若干なが ら上回っている。

料金体系についての感想を図表2-15に まとめてある。国産 ・海外製いずれも 「従量制である

が高い」が トップとなっているが、前回調査に比べ海外製で7ポ イント比率を下げている。第2

位は 「必要なデータ ・資料が得 られなくて も料金がかかる」(国 産41.4%、 海外製34.8%)で あ

る。次いで 「基本料金+従 量制であるが、基本料金が高い」になるが、この選択肢は国産 と海外

製で回答に差が大きい(国 産27.0%、 海外ge15.2%)。 逆に海外製での選択率が高いのは 「特に

不満はない」の29.8%で(国 産は15.7%)、 前回よりもさらに差が広がっている。

通信料金に対する感想については前回と違い、 「電話料金が高い」が国産53.3%、 海外製44.6

%で 、 「特に不満はない」を抜いた。また、 「ネ ットワーク使用料が高い」も国産データベース

では10ポ イン ト増えており、通信料金に対する割高感が高まりつつある(図 表2-16)。
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従 量 制 で あ る が 高 い

必 要 なデータ ・資 料 を得 られ な く

て も料 金 がか か る

基本料金+従 量 制であ るが、

基本料金が高 い

従量制であるために利用料 金の

見積 りができない

特 に 不 満 は な い

定 額 制 な の で 割 高 で あ る

そ の 他

0 50(%)

42.6・

口

修 海 外 製 データベース(N・178)

図表2-15デ ータベースの料金体系に対する感想(複 数回答)

特 に不満はない

電話料金が高い

専 用 回線 な どネットワーク使 用 料 が

高 い

0 50(%)

53.3

.6

口

修 海 外 製 データベース(N・184)

図表2-16通 信料金に対する感想(複 数回答)
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(2)収 録情報に対する感想

データベースに収録 されている情報に対す る感想についてまとめたのが図表2-17で ある。国

産のデータベースでは 「情報の遡及期間が短い」が トップに来た(37.8%)。 次いで 「情報の更新

頻度が少ない」(27.7%)、 「フルテキス トで収録されていない」(26.7%)と 続いている。前回調

査までは 「フルテキス ト」はユーザの属する産業によって選択率に10ポ イン ト程度の差が生 じて

いたが、今回はほとんど差がなく全文情報の要望は全ユーザに共通なものになってきた。

海外製データベースに関しては 「求めている情報の存在が不明確jが32.1%で 第1位 。前回の

トップ 「特に不満はない」は26.7%で 第2位 になり、次いで 情 報が不正確なことがある」(25.

5%)と 続 く。また、 「遡及期間が短い」は22.4%で あるが、前回に比べて13ポ イント増えている。

全体的にみて国産と海外製での評価に差が大きいのは、 「更新頻度」 「情報の件数」などで、

収録 情報への信頼性は国産の方が高めである。

010203040(%)

7.8
情報の遡及期間が短い

情報の更新頻度が少 ない

フルテキストで 収録 されて い ない

求 めている情報の存在が

不明確

情報が不正確 なことが ある

情報の件数が少ない

出 力項 目のパターンが 不 満

情 報 の発生 か らデータベース化 ま で

時間 が か か る

ヒッ ト件数 が 少 な い

利用 したい情報がない

ベース(N=405)

→一夕ベース(N=165)

特 に不満はない

図表2-17収 録情報に対する感想(複 数回答)
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(3)コ マ ン ド、機 能 ・操作性 に関す る問題点

データベ ース ・サー ビスの コマ ン ドあるい は機能 ・操作性 に関す る問題点 にっ いて まとめたの

が図表2-18で あ る。 回答 のあ った370件 の うち63.8%は 「コマ ン ドが不統一 なので不 自由で あ

る」を選択 してお り、例年 どお り他 をひき離 してい る。次 いで、 「統一 シソー ラスが欲 しい」(

33.2%)、 「検索速度が遅い」(31.1%)、 「通信速度が遅 い」(27.3%)と い う順 とな った。

前回 と比べて比率の変化が見 られたのは、 「キー ワー ドが不足 して いる」で6ポ イ ン ト減にな

ったのが 目立っ くらいで、あ まり変化 はない。利用者の属 して いる業種 による選択率の開きは少

な くな りつつあ る。特 に 「コマ ン ドが不統一 」は前回第2次 産業平均 と第3次 産業平均 では20ポ

イ ン トの差が生 じていたが、今回 はわずか5.6ポ イ ントに縮 ま って い る。

図表2-18商 用データベースのコマン ドまたは機能 ・操作性に関する指摘(複 数回答)

問 題 点 第2次 産業平均 第3次 産業平均 全 体

コマ ン ドが 不 統 一 68.4(%) 62.8(%) 63.8(%)

統 一 シソ ー ラ ス が欲 しい 34.5 35.4 33.2

検索速度が遅い 29.8 34.5 31.1

通信速度が遅い 29.8 24.8 27.3

自然言語を検索言語として使いたい 19.9 212

1

23.5

キ ー ワ ー ドが 不 足 して い る 19.9 23.0

1

2L6

ダ ウ ンロ ー デ ィ ン グで き な い 21.6 20.4 20.5

接続手順が煩わしい 13.5 2L2 17.3

特定キーワー ドのファイル別、もしくはデータベース別の

出現頻度が参照できる機能が欲しい

16.4 18.6 16.8

`

ゲ ー トウ ェイ 機 能 が 欲 しい 12.3 17.7 13.5

1次 情報の入手が困難 11.1 12.4 12.7

エキ スパ ー ト ・シ ス テ ム を 応 用 した機 能 が 欲 しい 11.7 8.8 9.7
1

機械翻訳を機能として持っていたい 9.9 11.5 9.5

その他 3.5 3.5 3.0

(N=172)(N=113>(N=370)
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2.6デ ー タ ベ ー スの 利 用 者

図表2-19は 社内でデータベースを利用するときの主な方法について示 した ものである。 「情

報を必要とする人が自分で検索す る」がついに6割 に達 し、 「専門的な検索は依頼 し、簡単な検

索は自分で行 う」の22.0%と 併せて考えると、個々のエンド・ユーザによる検索が一般的になっ

た。前述の利用部門別利用金額か らも裏付けられる。

しかし利用者の業種別に見ると、かな り専門的な分野の検索ニーズが発生する業種では、社内

を対象とした受託検索セクションが活躍 している。例えば 「石油 ・化学工業」では 「データベー

ス担当部門への依頼」が64.8%で ある。

次に、登録パスワー ド当たりの平均利用者数を示 したのが図表2-20で ある。全体平均では&

5人 と、前回よりも減っている。分布では 「10人以上」が22.1%で 最高なのは変わらないが、 「

1人 」(18.8%)が 「2人」(14.9%)を 上回っている。個人利用化が広がるにつれて登録パスワー

ド数が増加 した結果 といえる。

図表2-19社 内でのデータベースの利用方法

件数 デーハペー相 当

部門に依頼

件数%

同じ部門内の

担当者に依頼

件数%

情報を必要な

人が自分で検索

件数%

専門的な検索

のみ依頼する

件数%

様々な月ターンが

ある

件数%

その他

件数%

規

模

別

1中 小企業 69 16 23.2 13 18.8 45 65.2 12 17.4 7 10.1 0 0.0

2,大 企 業 258 107 41.5 46 17.8 149 57.8 67 26.0 28 10.9 1 0.4

3.公 共 サー〔ス 86 28 32.6 8 9.3 57 66.3 12 14.0 9 10.5 0 0.0

業

種

別

2次 産業合計 188 8746.3 36i19.1 1GO'532 55i29.3 2111.2 :00
.0

3次 産業合計 130 1524.6
:
20il5.4 9170.0 22il6.9 12ig.2 10.8

〔合計〕 413 151366671622516089122044107 102

図表2-20企 業規模別登録パスワー ド当り利用者

件 数 1人

件数%

2人

件数%

3人

件数%

4人

件数%

5人

件数%

6～9人

件数%

10人以上

件数%

平均

1.中 小企業 67 20 29.9 8 119 9 13.4 4 6.0 12 17.9 5 了.5 9 13.4 4.9

2.大 企業 213 33 15.5 31 146 45 2L1 7 3.3 33 15.5 12 5.6 52 24.4 9.2

3.公 共サ ー ビス 82 15 18.3 15 18.3 7 8.5 6 7.3 12 14.6 8 9.8 19 23.2 9.5

合 計 362681885414961169174757157256980'22185
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2.7今 後 の利 用 予 定

(1)今 後の利用の方向

今後のデータベースの利用方法に関する回答を見ると、平均で最 も多いのは 「利用の高度化を

図る」(42.8%)、 次いで 「社内システムに接続 して誰 もが使えるようにする」(42.3%)、 「利用

できるデータベースを増やす」(35.5%)と 、前回の順番と同 じである。 「利用の高度化」はデー

タをダウンロー ドして加工処理することなどを指 している。

企業規模別にみると、 「社内システムへの接続」はLANな どがかかわることだけに大企業で

の比率が高いが、前回よりも企業規模による差は縮まって きた。また、 「利用で きるデータベー

スを増やす」と 「現状維持」は相容れない内容であるが、共に中小企業での選択割合が高 くなっ

ている(図 表2-21)。

利用の高度化を図る

利用で きる

データベースを増 やす

より低料金 のサ ー ビスで

経費節減 を図 る

社 内システムに接続 して

誰 もが使 い易 くす る

現状維持

使用料 を減 らして

経費節減 を図 る

そ の 他

0 10 20 30 40 50 60 70(%)

37.3

34.9

中 小 企 業(N=67)

大 企 業(N・249)

図表2-21今 後進めたいデータベースの利用方法(複 数回答)
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② 今後の利用可能性

現在商用データベースを利用 していない法人231社 に対 して今後の利用意向を聞いている。

「1年以内に利用予定」(5.2%)と 、 「2,3年 以内に利用する」(27.7%)を 合わせて利用意向

を表明 しているのは32.9%と なった。 しか し、 「利用す る可能性は全 くない」が155社(67.1%)と 、

昨年とほぼ同様の結果であり、調査結果か らみる限りこれはかなり固定化 した傾向であるといえ

る。

(3}今 後利用 したいデータベース

今後利用 したいデータベースの分野について、日本、アメリカ、ヨーロッパなど収録地域別に

尋ねている。集計表(図 表2-22)で は、現在利用 している企業344社 、現在利用 していないが

利用予定のある企業76社 に分けて表示 している。

まず現在利用 している法人では 「企業財務/企 業情報」(65.7%)、 「新聞/雑 誌/ニ ュース」

(61.3%)、 「人物/機 関情報」(4&0%)と い った順で要望が高い。大分類では 「一般 」あるいは

「ビジネス」になる。地域 との組み合わせでみると、 自然科学分野、 とりわけ 「特許」は日本に

匹敵 する比率でアメリカあるいはEC諸 国についても選択 されている。また、全般的にECと ア

ジアの2地 域では比率にあまり差がない。

図 表2-22 今 後 利 用 した い デ ー タ ベ ー ス分 野 (複 数 回 答)

現 在 使 って い る データベースを 今 後

利 用 した い

(%) (%)

企業財務/企 業情報 65.7 59.2

新 聞/雑 誌/ニ ュー ス 61.3 38.2

人物/機 関情報 48.0 27.6

特許 43.3 27.6

市場/商 品 43.3 42.1

百科辞典/書 誌情報 38.1 26.3

行政/法 律/政 治 29.4 25.0

医学/薬 学/生 命学/生 物 22.4 14.5

マ クロ経 済 18.0 9.2

金融/証 券/為 替 17.4 10.5

(N・344) (N・76)

(回 答 の 上位10分 野 を 作 表)
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次に、現在商用データベースを利用 していない法人では 「企業財務/企 業情報」(59.2%)、 「

市場/商 品」(42.1%)、 「新聞/雑 誌/ニ ュース」(38.2%)の 順であり、大分類では 「ビジネス」

に集中 している。対象地域では日本が圧倒的で、まず国内の情報からという傾向が伺われる。

現行の商用データベース ・サー ビスではカバーしていない提供内容を探る一助 として、本調査

の自由記 入欄が参考になる。具体的な要望では、いわゆる公的データ、国家資格取得者名簿、ビ

ジネス分野の市場データ、企業経営内容、各種名鑑などがある。また、 システム面での要望では

コマ ンドの不統一解消、複数データベースのリンク的検索、インターネットか らの利用など、よ

り一層のユーザフレン ドリな機能向上が望まれている。
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2.8パ ソ コ ン通 信 で の デ ー タ ベ ー ス の 利 用

パ ソコン通信 を利用 して いるとい う回答 は649社 中431件(66.4%)で 、前 回よ りもさ らに5ポ イ ン

ト増加 した。

これを企業規模でみると中小企業で は10ポ イ ン トア ップ して53.5%、 大企業 では73.9%に 達 し

て いる。業種別で は 「情報処理 ・情報提 供業」が最 も高 く86.2%、 次 いで 「建設業 」の76.3%と 、

この3年 同 じ順位である。 また、第2次 産業平均(70.0%)が 、第3次 産業平均(67.0%)を 逆

転 してい る。

よ く利用す るパ ソコン通信 ネ ッ トワー クはrNIFTY-Serve」(8&5%)、 「BIGLOB

E(PC-VAN)」(14.3%)、 次いでrASAHIネ ッ ト/People」(8.2%)と な って いる。

rNIFTY-Serve」 は、企業規模別 で も業種別で も高い支持 を得てい る。

回答者全体でみ るとパ ソコ ン通 信でよ く利用 す るメニ ュー として、 「電子 メール」(6&5%)、

「デ ータベース」(49.0%)、 「ソフ トウェア入手 」(35.0%)の 順 になる(図 表2-23)。 業種別

に見た場合、 「電子 メール」 よりも 「デー タベース」の利用率が高 いの は 「石 油 ・化学工業」だ

けで、第3次 産業平均で は 「ソフ トウェアの入手 」 と比率が接近 して いる。

図表2-23 パ ソ コン通信 でよ く使 うメニ ュー(複 数 回答)

中小企業 大企業 合 計
1

(%) (%) (%)
電 子 メ ール 75.0 70.3 68.5

デー タベ ー ス 50.0 50.2 49.0

ソフ トウ ェアの 入 手 38.2 35.5 35.0

電子会議 17.6 25.4 22.1

BBS(電 子掲示 板) 11.8 22.6 21.2

他 ネットワーク接 続 16.2 18.6 18.2

(インターネッ}も 含 む)

ショッピング・座 席 予約 な ど 5.9 1.1 2.1

その他 0.0 3.9 4.0

(N・68) (N=279) (N・429)

で は、パ ソコン通信でデータベー スを使 って いる企業 はどのよ うな理 由で使 っているのか。 「

いろいろなデータベー スを利用で きる」(72.1%)が 他を大 きく離 して理 由の トップである。 「電

子 メール、 フォーラムな ど他 の機能 と一緒 に利用で きる」(24。0%)を 理 由にあげ る回答者が増え

て きている(図 表2-24)。
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い ろ い ろ な デ ー タ ベ ー ス を

利 用 で き る

専 用 の ソ フ トな ど が

不 要 で あ る

電 子 メール,CUGな ど

他 の 機 能 も利 用 で き る

操 作 が 簡 単 で あ る

使 用 料 金 が 少 な くて 済 む

アクセス・ポイント が 多 い

(電 話 料 金 が 少 な い)

そ の 他

0 50 (%)

図表2-24 パソコン通信で商用データベースを利用する理由

(N=204 =複数回答)

また、 「パ ソコン通信 で商用 データベースを利用す る場合の、不満 な点の有無」 につ いて は、

回答189件 中127件(67.2%)、 業種別では第2次 産業では全体の75.3%が 不満あ りと答えて いる。

その不満点 につ いて ま とめたのが図表2-25で あ る。全体での トップは前 回 と同 じ 「パ ソコン

通信経 由で利用 した方 の料金が割高にな る場合があ る」(49.6%)で あ り、大企業 と中小 企業で評

価 の差が最 も大 きい。続 いて は 「デー タベ ースに接続す るまでに時間がかか る」(32.3%)、 「利

用で きるデータベ ースが少 ない」(30.7%)の 順であ る。

図表2-25パ ソコン通信で商用データベースを利用するときの不満点(複 数回答)

不 満 点 中 小 企 業 大 企 業 全 体

(%) (%) (%〉

利用料金が高くなる場合がある 36.4 52.2 49.6

データベースに接続するまでに時間がかかる 22.7 35.6 32.3

利用 で きるデータベースが少 ない 18.2 36.7 30.7

公私のけ じめがつきにくい 9.1 28.9 23.6

データベースの検索方法 力灘 しい 2乞7 23.3 23.6

データベースに接続 で きない ことが多 い 22.7 18.9 18.9

パソコン通信に接続できないことが多い 13.6 17.8 18.9

アクセス ・ポイントが少 ない 0.0 22 2.4

その他 18.2 11.1 11.0

(N=22) (N=90) (N=127)
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2.9イ ン タ ー ネ ッ トの 利 用 に つ い て

商用 のデー タベ ースのなかに はイ ンターネ ッ トを経 由 して利 用で きるもの もあ り、幅広 い情報

の入手 とい う観 点か らも、利用者 にと って は関心 の高 い ところであ る。

イ ンターネ ッ ト利用の有無 とい う点で は、回答659件 の うち現在利用 して いるのが456件(69.2

%)、 前回 と比べ て比率で は32.5ポ イ ン トア ップ している。 「利用 していないが今後利用 したい」

は126件(19.1%)で あ り、利 用中 と今後の利用希望合 わせて88.3%の 高率 になる。

企業別でみた利用率 は 「情報 処理 ・情報提供業」が78.2%で 最 も高 く、次 いで 「電気 ・一般 ・

輸送用機械 製造業 」(77.0%)、 「その他製造業」(73.7%)と い う順であ る。企業規模で は大企 業

が74.5%、 中小企業45.5%、 公共サー ビス76.7%で 、いずれ も前回 より大 き く増加 してい る。

「どのよ うな接続経路で利用 してい る(す る予定)か 」 とい う点で、現在利用 して いる回答44

1件 の内訳の トップは 「lnfoweb,IIJな どの 商用ネ ッ トワー クか ら利用」(73.9%)で 、 プロバイ

ダの増加などにみ られるよ うに割合を さらに伸 ば してい る(図 表2-26)。 次に 「パ ソコ ン通信

か ら利用」の32.4%、 そ してrSINET,WIDEな ど非商用全国ネ ッ トワークか ら利用 」が14.5%で あ

るが、 これは利用者 として公共 サー ビスがほ とん どであ る。今後 イ ンターネ ッ トを利用 したいと

い う回答107件 のなかで も 「商用 ネ ッ トワー ク」は トップであ る。

図表2-26イ ンターネッ トへの接続経路(複 数回答)

今 回 調 査 前 回 調 査

現在利用 今後利用 現在利用 今後利用

している したい 全 体 している したい 全 体

(%) (%) (%) (%) (%) (%)

商用ネットワークから利用 73.9 66.4 72.4 69.1 50.2 60.0

(lnfoweb,IIJな ど)

パソコン通信から利用 32.4 46.7 35.2 32.1 50.2 40.8

(N[FTY-Serve,PC-VANな ど)

非商用全国ネットワークから利用 14.5 9.3 13.5 18.9 16.5 17.7

(SINET,WIDEな ど)

非商用地域ネットワークか ら利用 3.2 5.6 3.6 9.6 6.5 8.1

(TRAIN,ORIONな ど)

(N=441)(Nニ107)(N=548)(N=249)(N=231) (N・480)
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図表2-27は 利用 目的一覧であ る。 「現在利用 している」 とす る回答453件 の トップは 「ホー

ムペ ージか らの情報入手 」(85.0%)で 、 「電子 メール」(80.8%)を 抜 いた。次 の 「ホームペ ー ジ

作成 による情報発信 」(62.3%)は 前回 より20ポ イ ン トア ップ して いる。 「インターネ ッ トを今後

利用 したい」 とす る回答115件 で も 「ホームペ ー ジか らの情報入手」が 「電子 メール」を上回 っ

てい る。 イ ンターネ ッ トを利用 中、今後利用予定合わせ ると 「ホームペ ー ジの情報入手」が13ポ

イ ン ト、 「情報発信」が18ポ イン トといずれ もア ップ してい る。

図表2-27イ ンターネットの利用目的(複 数回答)

目 的 現在利用している 今後利用したい 利用中+今 後利用
1

ホームページか らの情報入手 850(%) 704(%) 82.0(%)

電子メール 80.8 68.7 78.3

ホームページ作成による情報発信 62.3 56.5 61.1

ファイル転送 40.0 33.0 38.6

電子ニ ュース ・サ ー ビス 21.6 18.3 21.0

㎜ からのソフ トウェア提供サービス 18.1 7.0 15.8

商用データベース検索 8.4 8.7 8.5

EDI(電 子データ交換) 6.4 9.6 7.0

電子モールなど㎜ を利用 したオンライン売買 5.3 7.8 5.8

㎜ 上での証券などの取引サービス 0.9 0.9 0.9

その他 2.6 1.7 2.5

(N=453) (N=115) (N=568)

「インターネットを利用 したサービスで有望だと思えるもの」については、現在利用 している

か否かで明 らかな差を生 じるているものがある(図 表2-28)。 「酬 を利用 したソフ トウェア

提供サービス」が最 もその差が大きいが、酬 関係のサービスにっいてはいずれ も 「現在利用 し

ている」回答者の方が有望視 している割合が高い。全体での順位は 「電子メールを利用 したニュ

ースなど文字情報サー ビス」(50 .6%)、 「WW上 での情報検索サービス」(50.3%)、 「㎜ を利

用 した文字 ・数値 ・静止画情報サービス」(41.9%)の 順である。

一29一



電 子 メールに よ る文 字 情 報

WWW上 で の(yahooな ど の)

情 報 検 索

WWWを 利 用 した 文 字 ・

数 値 ・静 止 画 情 報

イントラネット 対 象 の 情 報 提 供 ・

デ ー タ ベ ー ス 検 索

WWWに よ る動 画 情 報

(二・一ス映 像 を 含 む)

WWWを 経 由 した(従 来 型)

デ ー タ ベ ー ス 検 索

WWWに よ る ソ フ トウ ェ ア提 供

インターネヲ}7tン な ど の

リアルタ仏 会 話 ・会 議

電 子 モール な どWWWに よ る

オ ン ラ イ ン販 売

NetNewsに よ る 情 報 交 換

双 方 向 コミ・ニケーション と 、WWWの

文 字 ・静 止 画 情 報 の 複 合

サ ウ ン ド ・映 像 の

オ ン デ マ ン ド ・サ ー ビ ス

判 断 が 難 しい

双 方 向 コミュニケーション・サービス

図 表2-28

0 10 20 30 40 50 60(%)

イ ンタ ーネ ッ トを利 用 したサ ー ビスで 有望 と思 え る もの
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最後に 「利用に関 して気になる点」であるが、 「外部からの侵入などセキュリティ上の心配が

ある」を全体の75.9%が 指摘 しており、心配事の第1位 に来ている。3番 目の 「個人情報 ・機密

情報など、漏洩の恐れがある」(45.4%)を 合わせて、セキュリティ関係に対する関心は3年 連続

して非常に高 くなっている。また、 「回線容量 ・サーバーの能力次第で、画面の展開速度が遅す

ぎる場合がある」は、ベ ンダ側の調査で もインターネットによる提供の問題として認識 されてい

る(図 表2-29)。

外部か らの侵 入 など
セキ ュ リテ ィ上の心 配が ある

回線容量 ・サーバーの能 力次第で

画面の展開速 度が遅 す ぎる
場 合があ る

個 人情報 ・機 密情報 な ど、

漏 洩の恐れが あ る

プ ロバイ ダーな どに支払 う

回線 料金が高 い

著作権 が確 立 してい ないので

不安

購入 時の料 金支払 い方法で
セ キュ リテ ィ上 の心配が ある

変化が速す ぎて
今後 ど うな るか見通 せ ない

認証手続 きな どが 確立 されて
いな い

パ ソコ ンの操 作が複 雑で

利 用 しに くい

特 に 気 に な る こ と は な い

購入 時の料金支払 い方法 が

面倒 であ る

その他

0 10 20 30 40 50 60 70

(%)

80

75.9

79.5

9

図表2-29イ ンターネッ トの利用に関 して気になる点

一31一



2.10イ ンハ ウ ス ・デ ー タ ベ ー ス

(1)イ ンハ ウス ・データベー スの概要

イ ンハ ウス ・データベース(企 業内デー タベース)を 「持 って いる」 とい う回答 は全体で643

社中410社 、63.8%で あ る。 これを企業規模 でみ ると中小企業で は4&9%、 大企業で は69.5%と

な り、保有率 は前回調査 と比べ て中小企業で はやや増加、大企業で は回答数 の減少が響 いた形で

あ る(図 表2-30)。 業種別 では 「商業」が最 も高 く80.6%、 次 いで 「電気 ・一般 ・輸送機械製

造業」80.3%、 「石油 ・化学工業 」72.4%と な って い る。第2次 産業の平均 は68.6%、 第3次 産

業の平均 は57.9%と10ポ イ ン トの差が生 じてい る(図 表2-31)。

図表2-30イ ンハ ウス ・データベー スの有無

1995年 度 1996年 度

中小企業 大企業 公共サービス (合計) 中小企業 大企業 公共サービス (合計)

持 っている

持 っていない

(%)
44.4

55.6

(%)
74.3

25.7

(%)
65.0

35.0

(%)
66.5

33.5

(%)
48.9

51.1

(%)
69.5

30.5

(%)
62.7

37.3

(%)
63.8

36.2

(N=142)(Nニ424)(N=123)(N=689)(N;131)(N=370)(Nニ142)(N=643)

保 有 し て い る 保有 していない

1建 設業(38件)

2石 油 ・化学工業(57件)

3鉄 鋼 ・非鉄 ・金属製造業(30件)

4。 電気 ・一般 ・輸送機械製造業(61件)

5そ の他製造業(73件)

6商 業(31件)

7金 融 ・保険業(29件)

8.情 報処理 ・情報提供業(104件)

9そ の他対事業所サービス(64件)

一一一=一二ー ー二二一
0 102030405060708090 100

図表2-31主 要業種のインハウス ・データベースの保有状況
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構築 されたデ ータベー スの主 な適応業務 の割合を示 したのが図表2-32で あ る。最 もよ く使わ'

れてい る業務 は44.3%の 「顧 客管理 」で次に 「人事 管理 」の36.4%、 「販売(営 業)管 理」の34

.9%と い う順 にな った。 「販売(営 業)管 理 」は今回新設 の選択肢 なので、前回調査 と比べて選

択率がア ップ して いるのは 「顧客管理 」だ けで、他 は軒並 み減少 してい る。特 に 「経理 ・財務管

理」 は10.4ポ イ ン トの大幅減であ る。

]

図表2-32イ ンハウス ・データベースの主な適応業務(複 数回答)

件 数 顧客管理

件数%

人事管理

件数%

販売(営 業)

管理

件数%

経理 ・財務

管理

件数%

在庫情報

件数%

資料情報

件数%

技術情報

件数%

1.中 小企業 62 33 532 14 226 26 41.9 18 2ao 21 33.9 12 194 7 11.3

2.大 企業 244 120 492 118 4&4 109 447 96 3息3 94 38.5 43 176 69 2&3

3.公 共サ ー ビス 87 21 24.1 11 126 2 23 19 184 2 23 38 43.7 14 1al

1.建 設 業 21 12 571 17 81.0 11 524 13 61.9 6 28.6 4 lao 5 23.8

2,石 油 ・化 学工 業 39 19 48.7 18 462 22 56.4 16 41.0 22 56.4 ll 28.2 15 38.5

3.鉄 鋼 ・非 鉄 ・金属 16 6 375 6 375 9 56.3 7 43.8 9 56.3 1 63 4 25.0

4,電 気 ・一 般

・輸送 機械

46 20 43.5 25 543 22 478 21 45.7 29 63.0 13 28.3 20 姐5

5.そ の他製造業 49 21 429 16 327 19 38.8 18 367 20 4α8 8 163 12 24.5

二 次産 業合 計 171 78 456 82 4&0 83 4&5 75 439 86 5α3 37 21.6 56 327

6,商 業 24 17 708 11 458 17 7α8 7 292 12 5α0 0 00 0 α0

7.金 融 ・保 険 19 16 84.2 8 421 5 26.3 5 26.3 1 53 3 158 0 00

8,情 報処理 ・提供業 46 26 56.5 17 370 18 3a1 14 3α4、 4 &7 6 凪0 10 2L7

9.そ の他

対事業所サービス

37 16 432 13 351 8 21.6 12 324 9 24.3 7 1&9 7 1ag

三 次産 業合計 126 75 5a5 49 3&9 48 38.1 38 3α2 26 20.6 16 127 17 135

1α 公共サービス 87 21 241 ll 126 2 23 16 1&4 2 23 38 43.7 14 161

11.そ の他 9 0 00 1 1L1 4 444 1 ll.1 3 33.3 2 222 3 33.3

〔合計〕 393 17444.3 14336.4 13734.9 13033.1 11729.8 9323.7 90229
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企業規模でみると、中小企業 ・大企業は若干異なる傾向にある。中小企業においては 「顧客管

理」が53.2%の トップであり、 「資料情報」と共に大企業よりも選択率が高 くなっている。2位

の 「販売管理」までが40%以 上であるが、3位 の 「在庫管理」で選択率は大幅に落ちる。一方大

企業では 「顧客管理」の次は 「人事管理」がほぼ同率で続き、 「経理 ・財務管理」 「在庫管理」

までは30%後 半の高い導入率 となっている。

業種別にみると 「財務管理」、 「人事管理」などは、あらゆる業種で、まんべんなく導入 され

ている。このパターンはいわゆる総務担当業務が多い。また当然の結果であるが、 「在庫」は商

業以外、製造業である第2次 産業での保有率が高 くなる。同様のパターンは 「技術情報」、 「特

許管理」といった内容でも見受けられる。また、第3次 産業での保有率の方が大幅に高いものに

は 「顧客管理」がある。

これらのデータベースの構築時期は、延べ件数1030件 のうち10.1%が1990年 で、 この年が単年

では最 も多い。ただ し、大企業 ・中小企業ともに1984年 までに累積保有率25%を 上回 っている。

その後、累積保有率が60%を 超えるのは大企業が1990年 、中小企業は1991年 と1年 程度の差が生

じているが、1993～95年 の期間は中小企業での構築率が大企業を上回 っている(図 表2-33)。
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図表2-33イ ンハウス ・データベースの構築年度別割合とその累計
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② インハウス ・データベース構築の目的

図表2-34は インハウス ・データベース構築の目的を全体合計の選択率の高い順に並べたもの

である。上位2っ の 「事務処理の効率化」 「企業内情報の有効活用」は前回調査と同 じであった

が、今回は 「販売促進の効率化」が5位 か ら3位 にランクア ップ した。また、 「事務処理の効率

化」は、産業界では全ての業種で第1位 とな り圧倒的であるが、公共サービスにおいては 「企業

内情報の有効活用」が非常に高い支持を得ているのが興味深い。

業種別にみて際立っのは商業で、 「事務処理の効率化」 「販売促進の効率化」で非常に高い選

択率を示 している一方で、 「企業内情報の有効活用」では全業種中最 も低い値 となっている。 「

受発注事務の効率化」などでの選択率 も高いことから、事務手続き処理の効率化を徹底 している

ことがわかる。

事務処理の効率化

(248件)

図書、資料、文書等

企業内情報の有効活用
(172件)

販売促進の効率化

(129件)

受発注事務の効率化

(123件)

在庫管理の効率化

生 産 の 効 率 化

経営戦略での活用

(116件)

(94件)

(85件)

物流、配送の効率化

(62件)

決済事務の効率化

図表2-34

(47件)

0 10 20 30 40 50 60 70(%)
.
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イ ンハウス ・データベースの構築の目的(N=397=複 数回答)
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(3)イ ンハ ウス ・データベ ースの格納状況 とアクセ ス環境

今回の調査では、 イ ンハ ウス ・データベ ースのマネ ジメン トシステムについて、 「リレー ショ

ナル(RDB)」 と、最近話題の 「データ ウエアハ ウス」に分 けて尋ねてみた。適応業務 によ っ

てデ ータベ ースのタイプ も異な る事 が考 え られるので 「データベ ース毎 に異なる」 とい う選択肢

を併せ ると、既に導入 して いるデー タベースにっ いて は 「リレー ショナル」が250回 答、 「デー

タウエアハ ウス」が63回 答 とな り、 「リレー ショナル」が大変 ポ ピュラーな タイプであ ることが

改 めて確認で きた(図 表2-35)。 ただ し、今後の導入予定 とい うことにな ると、 「リレーシ ョ

ナル」の12回 答に対 して、 「デ ータウエアハ ウス」は27回 答 とな って いる。

図表2-35イ ンハウス ・データベースの格納状況(複 数回答)

RDB(MS) データウエアハウス

既に導入済み 176 22

導入予定あり 12 27

導入済みが否かは
データベース毎に異なる 74 41

(N=261) (N・90)

また、ア クセス環境 としての社内通信 システムにっ いて は、既に導入済みの回答 として は 「社

内LAN」 が最 も多い。次 いで 「グルー プウェア」 「イ ン トラネ ッ ト」 「モバイル コンピューテ

ィング」 とい う順 であ る。一方、導入予定 にな ると 「イ ン トラネ ッ ト」が 「石油 ・化学工業 」以

外 の全ての業種で最 も高 い選択数 とな ってお り、注 目度 ナ ンバー ワンであることがわかる(図 表

2-36)。 また、 「電気 ・一般 ・輸 送用機械製造業 」は 「導入予定」の項で、あ らゆ るシステム

において も最大の回答数 にな って いる。

図表2-36イ ンハウス ・データベースのアクセス環境(複 数回答)

LAN グループウェア イントラネヲ} モバイル・コンピューティング

既に導入済み 250 78 45 27

導入予定あり 57 69 89 41

導入済みが否かは
データベース毎に異なる 36 30 21 30

(Nニ338)(N=176) (Nニ155) (N・98)
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(4)社 外のネ ッ トワー クとの接続

イ ンハ ウス ・データベースを社外のネ ッ トワー クと接続 してい るとい う回答 は、402社 中72社 、

17.9%で 前回調査よ り も5%近 くア ップ してい る。公共サ ー ビスで は21.2%と 例年 どお り高 くな

って いる。業種別にみて接続 して い る率が最 も高いの は 「情報処理 ・情報提供業 」の24.5%、 次

いで 「電気 ・一般 ・輸送用機 械製造業 」の23.4%で 、 いず れ も大幅のア ップであ る。EDIが 一

般 的にな るにつれ、社外 ネ ッ トワー クへ の接続 比率 は高 くな って いる。

現在、接続 して いるネ ッ トワー ク数 の分布を見てみると、 「1件 」が37.5%を 占めてお り、次

いで 「4～9件 」が18.8%、 「2件 」が14.6%で あ る。全体的に業界 によ って ネ ッ トワー クが決

まる傾 向が強ま って い るよ うで、前回調査よ りも接続 ネ ッ トワー ク数 は少 な くな ってい る。

データ流通の相手先 は 「関連会社/子 会社 」が前回調査を13ポ イ ン ト上回 る51.6%と 最 も多 く、

次 いで 「販売代理店 」 「物流委託先」 とな って いる(図 表2-37)。

図表2-37デ ータ流通の相手先

回答数

関連会社/

子会社

件 数%

物流委託先

件 数%

販売代理店

件 数%

生産委託先

件 数%

資材調達先

(部品/材料)

件 数%

そ の 他

件 数%

1.中 小企業 7 3 42.9 0 0.0 0 0.0 1 14.3 0 0.0 4 57.1

2,大 企業 40 24 60.0 8 20.0 11 27.5 5 12.5 6 15.0 14 35.0

3.公 共サ ー ビス 15 5 33.3 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 10 66.7

〔合計〕 62 3251.6 812.9 1117.7 69.7 69.7 2845.2
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2.11CD-ROMに 関 す る 質 問

商用データベ ースのオ フライ ン利用での代表的媒体がCD-ROMで ある。現在 の利用の有無

につ いて は、回答650件 中207件(31.8%)が 利用 してお り、その比率 は前回 より5ポ イ ン トほ

ど増えてい る。業種別で は 「石油 ・化学 工業」が最 も利用率が高 く64.9%、 次 いで 「電気 ・一般

・輸送用機械製造業」の41 .0%、 「その他製造業」の40.8%と い う1頂で ある。

(1)利 用 している情報の分野

図表2-38は 現在利用 しているCD-ROM化 された情報の分野 にっ いて、上位5分 野 を グラ

フ化 した もので ある。 この3年 連続 して 「科学技術 ・特許 」が トップを守 って いたが、今 回 は 「

辞(事)典/百 科/デ ィ レク トリー」(34.1%)に 逆転 された。3位 は 「書 誌/図 書 ・刊行物情 報」

(22.9%)で 、前回 と同 じ順番に定着 した。今回 は 「地図 ・マ ッピ ング/電 話番号/住 所 コー ド」

が12.7%で 初めて上位の仲間入 りを した。地図情報や電話番号のCD-ROMは マーケテ ィ ング

を始 め として利 用範囲が広 く、今後の伸 びが予想 され る。

また、各分野 ごとに利用 しているCD-ROMデ ータベース数(タ イ トル数)で 数 えて も トッ

プは 「科学技術 ・特許 」(延 べ174タ イ トル:53回 答:平 均3.3)で あ る。以下 「辞(事)典/百 科

/デ ィレク トリー」(延 べ132タ イ トル:51回 答:平 均2.6)、 「書誌/図 書 ・刊行物情報 」(延 べ

127タ イ トル:39回 答:平 均3.3)と 続 いてい る。

さ らに、平均利用CD-ROM数 は業種別で は 「その他対事業所 サー ビス」の平均5.8タ イ ト

ルを最高に第3次 産業での利用数が多め になってい る(第2次 産業平均2.7、 第3次 産業平均4

1)。 企業規模で は中小企業6.1、 大企業2.6、 公共 サー ビス3.2で ある。

事典 ・辞典/百 科/

デ ィレク トリ

科学技術/特 許

書誌/図 書 ・刊行物情報

医学 ・薬学/バ イオ/化 学

新 聞/雑 誌/ニ ュー ス

地 図/マ ッ ピ ング

0 10 20 30 40(%)

図表2-38現 在よく利用されるCD-ROM化 された情報の分野
(N=205:複 数回答)
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② 利用 して いる理 由

CD-ROMの 利 用理 由については、回答201件 の うち、 「マイ クロ資料、印刷物 より省スペ

ースであ る」が60 .7%で 理 由の1位 に来てお り、 これ は例年変わ って いない。2位 以下の川醇 も

変わ らず 、 「通信 コス トが不要」(46.8%)、 「一括払いの固定料金 」(40.8%)と な ってい る。

また、大企業 と公共サ ー ビスは 「通信 コス トが不要 」を選ぶ割合が高 くな って いるが、中小企業

で は 「一括払 いの固定料金 」の方 が重視 されてい る(図 表2-39)。

(%)

マイ クロ資 料,印 刷 物 よ り

省 スペ ー ス

通 信 コス トが 不要

一括払 いの固定料金

予算管理が立てやすい

社内での情報検索の訓練 に
適当

そ の 他

0 10 20 30 40 50 60

60.7

図表2-39CD-ROMの 利 用理 由(N=201:複 数 回答)

⑤ 利用に関して不便な点

実際のCD-ROM利 用に関 して不便と考えている点については、図表2-40で 示 したとお り

「情報の更新頻度に問題がある」が最高で、全体の49.5%で 指摘 されている。 とりわけ第3次 産

業平均では59.5%と 非常に高い。これは第3次 産業での利用率が高い ビジネス分野のデータに、

更新頻度が要求 されるタイプの ものが多いためと考えられる。以下、 「検索用 ソフ トウェアが統

一されていない」(41 .9%)、 「ソフ トウェアに割高感がある」(30.1%)、 「必要な情報がCD-

ROM化 されていない」(29.0%)で ある。 「検索スピー ドが遅い」は、かつて上位にランクされ

ていたが、ハー ドウェアの性能向上に伴い、これを選択する割合は低 くなってきている。
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情報の更新頻度 に問題

がある

検索用 ソフ トウェアが

不統一

ソフ トウェアに割高感

がある

必要な情報がCD-ROM化

されていない

検索 ス ピー ドが遅い

ハ ー ドウェアの規格が

不統一

ハー ドウェアの価格が

高い

その他

0 10 20 30 40 50 60 70(%)

12.9

10,9

11.8

12.0

7.1

9.7

14.

29.0

27.2

26.2

25.8

41.9

40.2

全体平均(N・186)

第2次 産業平均(N・92)

第3次 産業平均(Nニ42)

図表2-40CD-ROMを 利用 していて不便な点
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3.デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビ ス の 現 状

財団法人データベース振興セ ンター(DPC)で は、データベース ・サー ビス業の動向を把握

するため、rデ ータベース ・サービス実態調査(ベ ンダ編)』 を毎年実施 している。同調査 は、

rデータベース白書』用のオリジナル調査で もある。

最新の調査は平成8年10～11月 に、データベース台帳総覧の登録企業(187社)に ア ンケー ト票

を発送 して行なわれた。有効回答数は105社(回 収率56.1%)で あった。以下、同調査の分析結

果をもとに、わが国のデータベース ・サー ビス業の現状を紹介する。

3.1回 答 企 業 の 属性

はじめに、本調査に回答のあった105社 の企業の属性を、①業種、②データベース ・サービス

業態、③資本金、④年商、⑤従業員数などの視点から紹介する。なお、前回調査(95年)の 回答

企業129社 との属性比較では、比率等に若干の変更があるものの基本的パターンはほぼ同一であ

る。

(1)業 種

データベース ・サービスには、多様な業種からの参入が見 られるが、ほぼ半数(51.4%)は 「情

報処理 ・情報提供業」である。以下、 「公共サービス」が1&1%、 印刷 ・出版 ・新聞などを含む

「その他製造業」が14.3%、 「その他対事業所サービス」が11.4%と なっている(図 表3-1)。

② サー ビス業態

データベース ・サー ビスの業態には、以下のような様々な形態がある。

①データベースを作製するプロデューサ

②データベースの流通を担うディス トリビュータ

③顧客の要請 に応 じてデータベースを検索 し、情報を提供する代行検索業(イ ンフォメー

ション ・ブローカー)

④プロデューサやディス トリビュータの権利業務や販売業務を代行する代理店

⑤他のディス トリビュータのホス トに接続 して広範なデータベースへのアクセスを提供す

るゲー トウェイ

データベース ・サービス企業には、 こうした多様な業態のひとっを専門的に行 う専業社 と複数

の業態を行 う兼業社がある。

回答105社 の業態分布をみると、最 も多いのが、 「プロデューサ兼ディス トリビュータ」で39

件(37.1%)。 この形態の兼業が多いのは、わが国データベース産業の特色で もある。次いで、

「プロデューサ専業」が15.2%、 「代行検索専業」が14.3%と 続いている。

なお、専業/兼 業を含めて重複カウントすると、①プロデューサ75社、②ディス トリビュータ

59社、③代行検索業34社 、④代理店14社、⑤ゲー トウェイ8社 となる(図 表3-2)。
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その他

㌧商 業

1件

4件(1.0%)

・(3.8%)…

そ の他対事業所

サー ビス(庄2)

12件

(11.4%)

公 共 サー ビス

19件

(18.1%)

そ の他製造業(注D

15件

(14.3%)

答 件

105社

(100%)

情 報処理 ・情報提供業

54件

(51.4%)

注1):「 その他製造業」は食 品工業、繊維 ・紙 ・パルプ業、ガラス ・土石製品、

印刷 ・出版 ・新聞を含 む

注2):「 その他対事業所 サー ビス」は不動産、運輸 ・倉庫、電力 ・ガ ス、

放送 ・通信、 シンクタ ンク、広告、 その他サ ービス業 を含む

図表3-1回 答企業の業種
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その他

15件

(14.3%)

答 件

105社

(100%)

プ ロデューサ

16件

(15.2%)

プ ロデューサ+

デ ィス トリビュータ

39件

(37.1%)

デ ー タベース業態 件 数

1.プ ロ デ ュ ー サ 75

2.デ ィ ス ト リ ビ ュ ー タ 59

3.代 行検索業 34

4.代 理 店 14

5.ゲ ー トウ ェ イ 8

図表3-2

(注:件 数は重複カウン ト)

回答企業のサービス業態分布
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(3)そ の他(資 本金、年商、従業員)

回答企業の資本金規模分布 は、最 も多 いのが 「5000万円以上～5億 円未満 」で39件(37.1%)。

次 に、 「5000万円未満」が30件(28.6%)で 続 き、 この両者で全体 の約66%を 占めてい る(図 表

3-3)。

5億 円以上

20億 円未満

11件

(10.5%)

5千 万 円未満

30件

(28.6%)

5千 万 円以上

5億 円未満

39件

(37.1%)

(注)非 営利法人にっいては、基金、出資金等

図表3-3 回答企業の資本金分布
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回答企業の年商規 模では、 「10億円以上～50億 円未満」が最 も多 く22件(21.0%)。 以下 、 「

1億 円以上～5億 円未満」が20.0%、 「100億円以上～500億 円未満 」が16.2%と 続 いて いる(

図表3-4)。 なお、 ここでい う年 商規模 とは、回答企業の主業務 を含 む総売上高で あ り、デー

タベースその ものの売上高で はな い。

回答 企業の従業員規模分布をみ ると、 「5～20人 」 と 「20～50人 」が同一 で19件 、 「1000～50

00人 」が18件 、 「300～1000人 」が17件 と続 いている。つ ま り、大企 業や小 企業取 り混ぜて、多

様な従業員規模 の企業が ほぼ同一比率でデー タベース業に参入 して いることにな る(図 表3-5)。

100億 円以上

500億 円未満

17件

(16.2%)

10億 円以上

50億 円未満

22件

(21.0%)

1億 円以上

5億 円未満

21件

(20.0%)

(注)銀 行 ・証券 は営業収益、保険は正味保険料収入、

非営利法人 においては、年間事業費、歳入額な ど

図表3-4回 答企業の年商規模分布
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5,000人 以 上

1万 人未 満

3件(2.9%)

無回答

2件(1.9%)

5人 未満 ㌧

100人 以 上 ∴6件

300人 未 満(5.7%)

20人以上
50人未満

16件

(15.2%)

5件
'・.(4
.8%)

300人 以 上

1,000人 未 満・

17件

(16.2%)

1,000人 以上

5,000人 未 満

18件

(17.1%)

50人以上
100人未満

19件

(18.1%)

5人 以上
20人未満

29件

(18.1%)

(注)学 校の場合は常勤教員数、官庁の場合は関係官庁部所の定員数

図表3-5 回答企業の従業員分布
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3.2デ ー タ ベ ー ス 事 業 の 位 置 付 け

デー タベー ス ・サー ビス市場 に参入 している企業 にはさまざま業種の ものがみ られ る。情報 サ

ー ビス業 は もとより、出版 ・新 聞 ・放送な どのマス コミュニ ケー ション関係、あ るいはシ ンクタ

ンク、公共サ ー ビスな ど多種多様で ある。

こうした企業で、デー タベース事業の位置づけはどのよ うに とらえ られて るのか。現在 と将 来

に分 けて、 「主力 ビジネス」か どうかを聞いた ところ、回答103社 の48.5%が 「現在、主力 ビジ

ネス」 と回答 して いる(図 表3-6)。 この数字 は前 回調査よ り4ポ イ ン トア ップ して いる。 また、

「将来、主力 ビジネス」 と考 えている回答 は60 .2%で 、 これ も前 回よ り2.7ポ イ ン ト増えてい る。

現 在

(N・103)

将 来

(N・103)

主力 ビジネス 主力 ビジネスでない その他

0 10 2030 40 5060 70 80 90100(%)

図表3-6 デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビスの位 置づ け
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プ ロデューサ、デ ィス トリビュータな どの業態別 に見 る と、5件 以 上の回答が あ った主な もの

に限れば、 「現在、主力 ビジネス」 とす る比率が最 も高 いのは 「プロデ ューサ兼代行検索業」(

66.7%)。 逆 に最 も低 いの は 「代行検索専業」(26.7%)で 、他の主な業態では前 回調査 よ りもポ

イ ン トア ップ してい るなか、19ポ イ ン ト減少 してい るのが 目立つ(図 表3-7)。

一方、将来の位置づけで主力 ビジネス として いるの は、 「デ ィス トリビュー タ専 業」 と 「代行

検索専業」が並んで6().O%で トップにな って いる(図 表3-8)。 全体平均値 も60%を 超 えて お

り、データベ ース事業への期待 は大 きい といえよ う。

主力ビジネス'主 力ビジネスでない[=コ その他口

0 10 2030401506070

主 力 ビジネスの全体平均値(4&5%)

80 90 100(%)

注)回 答件数10件以上のみ分析

図表3-7現 在のデータベース ・サービスの位置づけ(N=103)

主力ビジネス'主 力ビジネスでない[=]そ の他[コ

0 10 20 30 40506P7080

l
l
|

主力ビジネスの全体平均値(60,2%)

90 100(%)

注)回 答件数10件以上のみ分析

図表3-8将 来のデータベース ・サービスの位置づけ(Nニ103)
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3.3デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビスの 売上 高

データベースの売上高に関する公式な統計としては、通商産業省が実施する指定統計の 「特定

サービス産業実態調査」がある。同調査によれば1995年 のわが国データベース業務の売上高は19

73億 円である。

ここでは売上高の実数ではなく、以下に示す6つ の指標によってデータベースの売上高に関す

る動向を把握 し、 ビジネスとしてのデータベース事業の位置づけをと、将来への展望をとらえて

みたい。

①企業の総売上高に占めるデータベース売上高比率

②データベース売上高に占める国産データベース売上高比率

③データベース提供形態別売上高比率

④データベース売上高の対前年比伸び率

⑤今後5年 間のデータベース売上高年間平均伸び率予測(企 業 レベル)

⑥今後5年 間のデータベース売上高年間平均伸び率予測(業 界 レベル)
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(1)総 売上高に占めるデータベース売上高

前項の主力ビジネスかどうかという指標 とともに、この設問も企業にとってのデータベースの

位置づけを探 る指標と言える。主力かどうかという判断には、多分に期待値が入ることを考慮す

れば、データベース売上高比率はデータベース事業の位置づけをより客観的に提示するものと言

えよう。

図表3-9で 示すとおり、回答79社 における総売上高に占めるデータベースの売上割合全体平

均値は30.5%(単 純平均)で、前回調査よりも3.0ポ イン ト減少 した。また、売上高比率の分布を

見ると、最 も多いのは 「1～5%」 の21.5%、 以下 「15～50%」(16.5%)、 「1%未 満」(15.2

%)と 続 く。10%以 下の合計は45.6%で 、わずかではあるが前回に比べ比率は高分位ヘシフ トし

てきている。

業態別にみると、 「プロデューサ専業」が回答すべてで10%以 下 という目立 った結果になって

いる。 しか し、この業態は傾向的にデータベース ・サービスを主力 ビジネスととらえる比率 も低

く、実際のところ新聞社あるいはシンクタンクなどがほとんどである。

全 体

(N=79;

平均 値30.5%)

極
/

5～10%/10～15% 50～70% 90%以 上

プ ロ デ ューサ

(N=10;

平 均値14.0%)

プ ロデ ュー サ兼

デ ィス トリビュー タ

(N=27;

平 均値36.8%)
/
/

代行検索業

(N=13;

平均値20.1%)

0 1020304050607080 90100(%)

図表3-9 総売上高に占めるデータベースの売上高比率分布
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② 国産データベースの売上高比率

デ ータベース売上高 に占め る国産データベースの売上高比率 は、回答87社 の全体平均で87.1%

であ る(図 表3-10)。 この比率 は、1988年 の調査開始以来 ほぼ一貫 して85%以 上 を占めてお り、

海外依存型 といわれ るわが国のデ ータベース市場 とはいえ、調査対 象の 「データベース台帳総覧」

収録企業であ るベ ンダ各社 にと って は国産 データベースが売 り上 げの主 力である ことを示 して い

る。

業態別で も、 「プロデ ューサ専業」の100%は 当然 と して も、 「プ ロデ ューサ兼 デ ィス トリビ

ュータ」95.5%、 「プロデ ューサ兼代行検索業」74.0%、 「代 行検 索専業」72.7%と いずれ も国

産の割合が高い。

霧 国産 口 海外製

全 体

(N・=87)

プ ロデ ューサ

(N=15)

プ ロ デューサ+

デ ィス トリビュータ

(N=27)

代行検索業
(N=14)

5%

0102030405060708090100(%)

図表3-10デ ー タベース売上高 に占める国産データベースの割合
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(3)提 供方法別の売上高比率

まず、国産 データベース(回 答79社 につ いて)は オ ンライ ンによ る売 り上 げ割合が ここ数年減

少の傾向にあ り、今回調査 で は49.0%に まで落 ちた。一方で 「磁気 テー プ」14.2%、 「CD-R

OM」12.2%な どは増加傾 向にあ り、提供方法の多様化が進んで きてい る(図 表3-11)。

海外製 のデー タベース(回 答のあ った27社)で も 「オ ンライ ン」が54.2%と 前 回調査 より17ポ

イ ン ト近 く減少 している。 しか も 「磁気 テープ」(2.0%)、rCD-ROM」(6.5%)と も国産

ほどは高 くない。 その中で割合が高 くな ってい る 「その他 」には代行検索 などが含まれて いる。

国産データベース(N=79)

海外 データベ ース(N=27)

図 表3-11 提供方法別のデータベース売上高比率
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(4)対 前年比売上高伸び率

回答76社 におけるデータベース売上高の前年比伸び率平均値は20.0%で,前 回調査より5ポ イ

ント下が っている。伸び率の幅でみると、最 も多いのは 「10%以上20%未 満」で27.6%で ある(

図表3-12)。

前回調査 と比較 して、 「マイナス」と 「変化なし」の回答合計がやや減少 しており、またマイ

ナスか ら30%未 満までの合計で約11ポ イントアップしている。 「70%以上」のような高率の伸び

幅の回答企業 も減少 しており、全体として伸び率が収敏しっっあるという印象を受ける。

10社以上の回答があった業態別にっいてみてみると、 「プロデューサ専業」が平均3().9%と い

う伸び率を示 している。

1。3

全 体

(N=76;

平 均 値20.0%)

プ ロデ ューサ

(N=11;

平均 値30.9%)

プ ロデ ューサ+

デ ィス トリビュータ

(N=28;

平均 値9.8%)

代行検索業
(N=12;
平均値11.6%)

0'10 20 30 40 50 60 70 80 90100(%)

図表3-12

ロ マイナス
〆 変化なし
鰯10%未 満圏
10%以上20%未 満

膠20%以 上30%未 満

闘30%以 上40%未 満
皿40%以 上50%未 満
圏50%以 上60%未 満Eヨ
60%以上70%未 満

■70%以 上

データベース売上高の対前年比伸び率分布
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⑤ 今後の伸び率予測(企 業 レベル)

今後5年 間の各企業におけるデータベース売上高の年間平均伸び率を予測 して もらったところ、

回答81社の全体平均値で13.6%と 前回よりも約10ポ イン トダウンした。 しか も、 「マイナス」お

よび 「変化な し」の合計が6ポ イント増えており、将来への不安は依然払拭されてはいない(図

表3-13)。

業態別では 「プロデューサ専業」だけが前回調査を上回る平均伸び率(12社 平均、26.7%)を

見込んでいるが、その他の業態は軒並み落ちている。インターネットの普及に絡んで、将来の予

測を難 しくする要因が増えているのかもしれない。

全 体

(N=81;

平均 値13.6%)

プ ロデューサ

(N=12;

平均 値26.7%)

プ ロデューサ+

デ ィス トリビュー タ

(N=31;

平 均 値5.7%)

代 行検索業

(N=13;

平 均 値11.5%)

0102030405060708090100(%)

ロ マイナス
懸 変化な し圏
10%未満

圏10%以 上20%未 満
膠20%以 上30%未 満

囲30%以 上40%未 満㎜
40%以上50%未 満

匿150%以 上60%未 満
⊆160%以 上70%未 満
■70%以 上

図表3-13今 後5年 間のデータベース売上高の平均伸び率(予 測)分 布(企 業レベル)
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(6)今 後 の伸び率予測(業 界 レベル)

データベ ース業界全体 としての今後5年 間平均伸 び率を予測 して もらった。回答80社 の全体平

均値 は20.7%、 前項の個 々の企業 レベルよ りは高い とはいえ、前 回調査 よ りも5ポ イ ン トダウ ン

している(図 表3-14)。

業態別で は、 「プロデ ューサ兼デ ィス トリビュータ」の平均伸 び率が前 回調査 に比べて10ポ イ

ン ト以上 ダウ ンした9.5%と 低 くな って いるのが 目を引 く。 その他 のデ ィス トリビュータ関連業

態 において も低 い予測 に とどまってい る。 これに対 して 「プ ロデ ューサ専業 」(38.3%)で は27

ポイ ン トもア ップ し、 「代行検索専業 」(33.0%)で もプラス方 向へ と外 して いる。

全 体

(N=80;

平 均 値20.7%)

プ ロ デューサ

(N=・12;

平 均 値38.3%)

1.3

1.3 1.3

プ ロデ ューサ+

デ ィス トリビュータ

(N=30;

平 均 値9.5%)

代行 検索業

(N=・13;

平 均 値33.0%)

OlO2030405060708090100(%)

ロ マイナス〆 変
化なし

EI]10%未 満圏
10%以上20%未 満

膠20%以 上30%未 満

圏30%以 上40%未 満
皿40%以 上50%未 満
EII]50%以上60%未 満自
60%以上70%未 満

■70%以 上

図表3-14今 後5年 間のデータベース売上高の平均伸び率(予 測)分 布(業 界 レベル)
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3.4期 待 す る メ デ ィア

データベースを提供するメディアは多様化を遂げている。今後5年 間を念頭におき、最も期待

されるメディア3っ と、その年間平均成長率を予測 してもらった。

川 期待され るメデ ィア

図表3-15で 示す とお り、 「イ ンターネ ッ ト」が86.0%で 突出 した1位 とな った。続 いて前回

2位 であ った 「CD-ROM」(50.5%)、 同 じく1位 で あった 「パ ソコン通信によ る利用 」(48

.4%)と な って いる。

「インターネ ッ ト」 は前回 の調査で 「その他」のほ とん どを占めていた。独立 した選択肢 に し

た ところ、 まさに期待度ナ ンバ ーワ ンに躍 り出た。 しか し、後述 の とお り実際の データベースの

商用サー ビス利用にお いては まだ解決 されて いな い問題 も多 い。

① イ ンタ ー ネ ッ ト(N=80)

②CD-ROM

(CD-1、 電 子 ブック等 を 含 む)
(N-47)

③ パ ソ コ ン通 信 に よ るデ ー タ
ベ ー ス利 用(N=45)

④ 現 行 の オ ンラ イ ン ・デ ー タ
ベ ー ス ・サ ー ビス(N=・25)

⑤ 個 人 向 け携 帯 型 情 報 機 器

(モービル●コンピュータ、PDA、パーソナル●
コミュニケ一夕など)(N=23)

⑥ 今 後 新 た に登 場 す るパ ッケ
ー ジ型 媒 体(ミ ニディスクな ど)

(N=17)

⑦ 衛 星 通 信 利 用 の サ ー ビス
(N・ ・13)

⑧CATV利 用 の サ ー ビス
(N=11)

⑨FAXサ ー ビス(N-7)

⑩ 光 磁 気 デ ィ ス ク(N-6)

⑪ そ の他(N-4)

注

0 10 2030 4050 60

(%)
708090100

:ダ イヤルQ2利 用サ ー ビスお よび磁気 テー プ(MT)に つ いて は、
回答件数 が ほとん ど無 か ったの で 「その他 」に含め た。

図表3-15今 後5年 間で最も成長が期待されるメディア(N=93:複 数回答)
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「CD-ROM」 は、 リムーバ ブル メデ ィアと して、マルチメデ ィア対応で もあ り、将来性 を

評価 されている。 「パ ソコン通信 」 は前 回調査で は、阪神 ・淡路大震災 を きっかけ とした利用者

増 に象徴 されるよ うに期待 が大 いに高ま ったが、今 回の調 査で は順位が下が った。 ただ し、 この

2つ の メデ ィア間の支持率 の差 は年 々狭 ま って いる。

期待度 が下位の メデ ィアで は 「CATV」 が11.8%獲 得 し、 「FAXサ ー ビス」、 「光磁気 デ

ィス ク」を抜 いて8位 に繰 り上が っている。

② 予測 される伸び率

選択 されたメデ ィアそれぞれについて、今後5年 間の予想年平均伸 び率 をグラフ化 した ものが

図表3-16で あ る。伸び率 の高 い順 では 「イ ンターネ ッ ト」(66.3%)、 「今後新 たに登場す る

パ ッケー ジ型媒体」(62 .2%)、 「FAXサ ー ビス」(60.0%)と な る。前回突 出 した1位 で あ

ったrCATV(70.0%)」 は今 回39.0%の 予想数字 に変 わ った。なお、前項 の期待度 と伸 び率

の順位 は 「イ ンターネ ッ ト」以外 は一致 していない。

010203040506070(%)

① イ ンタ ー ネ ッ ト(N=64)

②CD-ROM

(CD-1、 電 子 ブック等 を 含 む)

(N-40)

③ パ ソ コ ン通 信 に よ る デ ー タ
ベ ー ス 利 用(N-39)

④ 現 行 の オ ン ラ イ ン ・デ ー タ
ベ ー ス ・サ ー ビ ス(N=・22)

⑤ 個 人 向 け 携 帯 型 情 報 機 器

(モービル.コンピュータ、PDA、 パーソナル.
コミュニケ一夕など)(N=21)

⑥ 今 後 新 た に 登 場 す る パ ッケ
ー ジ 型 媒 体(ミ ニディスクな ど)

(N=9)

⑦ 衛 星 通 信 利 用 の サ ー ビ ス

(N-7)

⑧CATV利 用 の サ ー ビス

(N-10)

⑨FAXサ ー ビス(N=3)

⑩光磁気 デ ィス ク(N-5)

34.2

"●66.3

62.2

図表3-16今 後5年 間で成長が期待されるメディアの年間平均伸び率(予 測)
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期待度上位5位 までの メデ ィアについて年 間伸 び率分布 を見 ると、 「イ ンターネ ッ ト」 は100

%以 上(倍 増)が21.9%、10～20%も14.1%と 見方が様々であ る。 これ までの展 開か ら、おおよ

その イメージを固めやすいrCD-ROM」 や 「パ ソコ ン通信 によ る利用」は、期待度 は高いが

予想伸び率 は比較的低 い(図 表3-17)。

イ ンターネ ッ ト(N=64)

CD-ROM(N=40)

(CD-1、 電子ブック等を

含む)

パ ソコン通信 による

データベース利用(N=39)

現行のオ ンライン ・

データベース ・サー ビス

(Nニ22)

個人 向 け携 帯型 情報 機 器

(モービル●コンピュータ、PDA、

パーソナル●コミュニケータ など)

(N・21)

40～50% 100%以 上

図表3-1了

ワ%ザ10-20%/20-3・%3・ メ ・%/1印 一100%/
%1,'～

21.9
111‖11‖ll

■11

3.13.逢 蝋 購 荘

§1
描 鐡§ 蓑
141腰 蓑20.3 15,621.9

0 !0 20 30 40 50 60 70 80

期待度の高い主要メディア(ベ ス ト5)の 年間伸び率分布

90 1eo
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(3)今 後期待するデータのタイプ

データベースのベ ンダーとして今後期待 しているデータのタイプを回答 してもらったところ、

1次 資料では 「文字データ」が70.0%、 「数値データ」が50.0%、2次 資料では 「数値データ」

25.0%、 「文字データ」21.7%と いう内訳になった。

具体例では1次 資料 としては官公庁の各種統計、議事録、新聞記事、特許情報、各種名簿など

が挙げられている。2次 資料では統計目録、統計のグラフ化されたものなどがあった。1次 、2

次データともにほとんどがいわゆる公的データである。データベースのサービス企業か らの期待

が大きいと同時に、ユーザ側でも利用 したいという希望は非常に大きいので、今後のデータベー

ス化の進展が期待 される。

3.5デ ー タ ベ ー ス の 流 通

データベ ースの流通(デ ィス トリビューシ ョン)の 方法 と して は、プ ロデ ューサが 自ら構築 し

て流通 させ るケースと、流通を他社 に依頼す るケースがあ る。前者 の場合が業態でい う 「プ ロデ

ューサ兼デ ィス トリビュータ」 とい うことにな る。

図表3-18で 示 す とお り、回答のあ ったプ ロデューサ71社 の うち、 自社でサー ビスを して いる

の は61社(85.9%)、 他社 に も依頼 してい るのが29社(40.8%)で あ り前回調査 とほぼ 同 じであ

る。 これ は、多 くのプ ロデ ューサがデ ィス トリビュータを兼ねて いるとい う、わが国の特徴 を し

め してい る。 自社 でのサー ビス と平行 して他社 に も依頼 してい るの は18社(25.4%)で あ る。

図 表3-18デ ー タ ベ ー スの デ ィ ス トリ ビュー シ ョンの方 法(N=了1;複 数 回 答)

件数 比率(%)

自社 でサー ビスを している 61 85.9

他社 にデー タベ ースの提供を

依頼 してい る
29 4
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また、他社 にサー ビス提供 を依頼す る場合 の依頼先社数 は回答28社 の うち 「1社 」が32.1%、

「5～10社 」が21.4%、 「2社 」 と 「4社 」が14.3%で ある(図 表3-19)。 依頼 す る企 業の平

均 値は4.0社 で、前 々回調査 の レベルに戻 ってい る。

1社 2社 3社 4社 5～10社 10～15社
＼

1、

3.6

14.332.1% 14.3 10.7 21.4

3.

11
*全 体平均:4.0社 20社 以上

図表3-19 プ ロデ ューサが提 供を依頼 して いるデ ィス トリビュータ数(N=28)
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3.6デ ー タ ベ ー ス構 築 上 の 問 題

プロデ ューサがデ ータベース構築 の問題点 と認識 しているの は、図表3-20に 示す とお りコス

トにかかわ ることが多 い。 この傾 向は従来か ら変わ っていないが、問題点 トップの 「データの収

集、入 力な ど構築作業 にコス トと時 間がかかる」(84.3%)、 次の 「構築後の メ ンテナ ンス コス

トが負担 」(57.1%)と もに前回調査 よりはやや減少 して いる。

その他 に回答比率が 目立 って減少 してい るのが 「セキュ リティ対策への不安」(19.2→10.0%)、

「イ ンデクサ等のデータ作成者の不足 」(20.5→12 .9%)で あ る。

データの収集、入力

などの構築作業にコ

ス ト・時間がかかる

構築後のメンテナン

スコス トが負担

初期投資が大きく回
収困難

標準化の検討が不足

DBMSな ど効率的

ソフトの不足

構築に関しての国の

助成が少ない

インデクサ等のデー

タ作成者の不足

セキュリティ対策へ

の不安

そ の 他

OlO20304050607080

(%)
90100

図表3-20 データベース構築上の問題意識(N=了0;複 数回答)

一61一



3.7公 的 デ ー タの 利 用

行政機関などの公的機関が作成、公表 している統計情報や文献情報である公的データについて

は、以前から重要な情報提供源とみられている。本調査 と同時期に実施 している 「データベース

・サービスの実態調査(ユ ーザ編)」 でもユーザ側の期待が高い。そこで、昨年に引き続 き、公

的データの利用度合いと、利用上の問題点について聞いてみた。

公的データをソース ・データとして利用 しているプロデューサは、回答70社 の うち36社(51.4

%)で 前回調査とあまり変化はない。 また、利用する理由としては 「データに信頼性がある」と

「ニーズが高い」、 「毎年あるいは一定期間ごとに更新 される」が並んで48.6%と なっている(

図表3-21)。

毎年あるいは一定

期間ごとに更新
される

データに信頼性が

ある

ニーズが高 い

独自調査では把握

できないデータが

ある

使用料金が安い

そ の 他

0 10 20 30 40

(%)
50

`1`Il

48.6%

48.6

48.6

40.0

14.3

14.3

図表3-21 公的データを利用する理由(N=35;複 数回答)
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現在 プロデ ューサが利 用(提 供)し てい る文字デ ータと して は 「官報」が最 も多 く28.6%、 次

いで 「政府 白書関係」が25.7%と なってい る。数値データでは 「産業一般 」 と 「国民経済 ・景 気

・金融 」が同率(40 .0%)で トップ、次いで 「国際収支 ・貿易 」(34.3%)と な り、経済指標の

提供 の方が多 くな って いる(図 表3-22)。

(%)

01020304050

〔文字データ〕

官 報

政府白書関係

政府記者発表資料

判 例 集

都市計画データ
(地図 も含む)

そ の 他

〔数値データ〕

産 業 一 般

国民経済 ・景気 ・
金融

人口 ・雇用 ・労働

企 業 関 連

国際収支 ・貿易

そ の 他

0 lO 20 30 40

(%)
50

II`lI

40.0%

40.0

31.4

31.4

34.3

8.6

図表3-22 現在利用 している公的データ(N=35;複 数 回答)
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公的データを利用する上での問題点では、 「提供形態が紙媒体でデジタル化されていない」が

54.3%で トップになった(図 表3-23)。 しか し、この点については行政情報化推進計画に基づ

く行政サービスの向上の一環として、各省庁でさまざまな情報の電子化に取 り組んでお り、今後

のデータに関しては解消が見込まれる。前回調査との差が大きいのは 「提供窓口が一本化されて

いない」で、10ポ イントアップの31.4%と なっている。

利用 したい公的データ
の提供形態が紙媒体で

デジタル化 されて いない

公 開 ・提供 され る時期

が遅 い(デ ータが古 い)

提供窓口が省庁別 にな
ってお り、一本化 され

て いない

ニーズに合 ったデータ

が少ない

どこが窓 口か

わか らな い

公的データ利用の手続
きが面倒

料金が高い

そ の 他

図表3-23

0 10 20 30 40 50 60 70

Il⑯1`1,

54.3%

51.4

31.4

17.1

8.6

一

2.9

一

5.7

14.3

公的データの利用上 の問題点(N=35;複 数回答)
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一方 、公 的データを利用 して いない理 由の トップは 「欲 しいデータが公開 されていない」(67

.7%)で 、前 回調査 よ りも20ポ イ ン ト近 くア ップ して いる(図 表3-24)。 以下続 いて 「提供形

態がデ ジタル化 されて いない」(32.3%)、 「データが古 い」(22.6%)と 、利用上 の問題点 と

同 じ順番 にな ってい る。

欲 しいデータが公開さ

れていない

利用したい公的データ
の提供形態が紙媒体で

デジタル化されていない

公開 ・提供される時期

が遅い(データが古い)

提供窓口が省庁別にな
っており、一本化され

ていない

公的データ利用の手続
きが面倒

料金が高い

どこが窓口か

わからない

そ の 他

0 10 20 30 40 50 60

(%)
70

図表3-24公 的データを利用 していない理由(N=31;複 数回答)
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3.8デ ー タ の 種 類(テ キ ス ト、 画 像 、 映 像 な ど)

(1)提 供 中のデータ

まず、現在 オ ンライ ンで提供 して いるデ ータの種類 は多い順 に 「テキス ト(レ ファ レンス)」 、

「テキス ト(フ ァク ト・文字)」 、 「数値」であ り、 「レフ ァレンス」が9ポ イ ン ト上が って順位

が入れ替 わ った。前回 と比べ最 も大 き く変化 したのは 「画像(静 止画、写真な ど)」 で、14ポ イ ン

トア ップ した36.8%に な っている(図 表3-25)。

テキス ト

(フ ァク ト・文字)

テキス ト

(リ ファレンス)

数 値

画 像
(静止画、写真など)

画像 ・グラフ(描画)

音 声

像(動 画)

図表3-25

0 1020304050607080

(%)
90100

オンラインで現在提供しているデータの種類(N=5了;複 数回答)
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次 に、オ フライ ンで提供 中のデータは 「テキ ス ト(フ ァク ト・文字)」 、 「テキス ト(レ フ ァレ

ンス)」 とな って いる。前回調査 との比較では 「数値 」が10ポ イ ン ト、 「画像(静 止画 、イメージ、

写真 など)」 が6ポ イ ン ト下 が って いる(図 表3-26)。

(%)

テキス ト

(フ ァク ト・文字)

テキス ト

(リ ファレンス)

数 値'

画像(静 止画、イメ
ージ
、写真など)

画像 ・グラフ(描 画)

音 声

映 像(動 画)

0 1020 30 40 50 60 70

i6 .9…'

.24..1.

.44.811…

図表3-26 オフラインで現在提供しているデータの種類(N=58;複 数回答)
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{2)提 供予定 のデー タ

今後提供す る予定、あるいは提供を増大 したいデータの種類 に関 して は、マルチ メデ ィア指向

が強 まってい る。従来型 のテキ ス ト、数値 な どのデータの タイプはいずれ も前 回調査 よ りも減少

している(数 値 は12ポ イ ン トダウ ン)。 一方 で、 「画像(静 止画 、イメー ジ、写真 な ど)」 は50%

に迫 る勢 いで トップにな り、 「画像 ・グラフ(描 画 な ど)」 もランクア ップ してい る(図 表3-27)。

また、オ フライ ンで も 「画像(静 止画、 イメー ジ、写真 など)」 と 「画像 ・グラフ(描 画 な ど)」

に対す る期待 は大 き く、いずれ もラ ンクを上 げてい る。 「テキス ト(フ ァク ト・文字)」 、 「数値」

データは大幅減で、前年に比べ それぞれ20ポ イ ン ト以上の ダウ ンとい う結果 になった(図 表3-

28)。

(%)

01020304050

画 像(静 止 画 、 イ メ
ー シ 、 写 真 な と)

テ キ ス ト
(フ ァ ク ト ・文 字)

テ キ ス ト
(リ フ ァ レ ン ス)

画 像 ・グ ラ フ
(描 画 な と)

数 値

映 像(動 画)

音 声

図表3-27

48.8%

41 9

37.2

30 2

20 9

16 3

14.0

オンラインで今後提供 したい(or提 供を増大 したい)デ ータの種類

(Nニ43;複 数回答)

画 像(静 止 画 、 イ メ
ー ジ 、 写 真 な ど)

テ キ ス ト

(リ フ ァ レ ン ス)

テ キ ス ト
(フ ァ ク ト ・文 字)

画 像 ・グ ラ フ
(描 画 な と)

数 値

映 像(動 画)

音 声

0

(%)

10203040506070

図表3-28 オフラインで今後提供 したい(or提 供を増大 したい)デ ータの種類

(N=32;複 数回答)
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(3}画 像 ・映像データの位置づけ

前述 した とお り、画像 ・映像 デー タを提供す るベ ンダーは増加す る傾向 にある。そ こで、 それ

ら企業に画像 ・映像 データベ ース ・サー ビスの位置づ けについて回答 して もらった。

画像 ・映像 データベ ースの提供 を 「部分的なサー ビス」 とす る回答が最 も多 く55.9%で 、前回

より も17ポ イ ン ト余 り増大 してい る。一方で、第2位 の 「ごく一部でや って いる」 は26 .5%と 、

こち らは11ポ イ ン ト余 り減少 してい る。 また、 「中心的サー ビス」 も若干減少 してお り、サー ビ

スの位置づけは明瞭 さを増 して きた ことがわか る(図 表3-29)。

ここでは、現在画像 ・映像 デー タベースをサー ビス していない企業 に対 して、今後の提供時期

を尋ねてい る。44社 の 回答で 「当面考 え られない」が前回 より7ポ イ ン ト増えて45.5%を 占めて

いる。 「分 か らない」 の9.1%を 加 え ると半数 以上 にな り、画像 ・映像デ ータベ ースの提供 に関

しては二極分化が進んで いる(図 表3-30)。

(%)
OlO2030 .405060

部分的なサー ビス

ごく一部でや っている

将来のため実験的に提供

中心的サービス

図表3-29提 供中の画像 ・映像データベースの位置づけ(N=34;複 数回答)

当面考えられない

3年以内

分からない

1年以内

0 10 20 30 40

(%)
50

図表3-30画 像 ・映像データベースの今後の提供時期(N=44)
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(4)製 作 ・提供予定の画像 ・映像データベース

今後画像 ・映像データベースを制作、提供す る場合を考えて、その内容にっいて自由記入 して

もらった。地図情報、写真を使ったもの(報 道写真、商品情報、医薬品情報、通販カタログなど

)と いった内容が目立っ。

3.9CD-ROMに よ る デ ー タ ベ ー ス提 供

川 提供の有無

CD-ROMに よ りデータベ ースを提供 して い る企業数 は、調査開始以来着実 に増加 してお り、今回

46.8%に 達 した(図 表3-31)。 業態で その内訳 をみ ると、 「プロデ ューサ兼デ ィス トリビュー

タ」が最 も多 く17社(提 供企業の45.9%)、 次いで 「プロデューサ専業 」の8社(21.6%)と い

うことにな る。

図表3-31CD-ROM化 されたデータベースの提供の有無

提供 している 提供 していない

1990年

(N=102)

19.6% 80.4%

1991年

(N=101)

24.8 75.2

1992年

(N・=99)

1993年

(N=91)

1994年

(N=104)

1995年

(N=93)

1996年

(N=79)

26.3 73.7

30.8 69.2

36.5 63.5

41.9 58.1

46.8 53.2
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②CD-R㎝ データベ ースの分野

現在提供 されてい るCD-ROM版 のデー タベースについて、36社 か ら内容 に関す る回答を得 た。分

野 による分け方で提 供企業数をみ ると、最大 は20社 が提供 して いる 「一般」で、以下 「ビジネス

」(17社)、 「自然科学 ・技術」(14社)で ある。 これを細分野でみ ると 「医学 ・薬学/バ イオ

/化 学」が8社 、次 いで 「新聞/雑 誌/ニ ュース」の7社 、 「書誌/図 書 ・刊行物情報 」の6社

となる(図 表3-32)。

図表3-32CD-ROM化 されたデータベースの提供状況(企 業数)

現 在 提 供 中

(N=36)

今 後 の 予 定

(N;20)

〔二 般 〕i…' …鯉 」

オ ー デ ィ オ ・ ビ ジ ュ ア ル/ゲ ー ム ・娯 楽 3 1

辞(事)典/百 科/デ ィ レ ク ト リ ー 3 1

サ ー ビ ス ガ イ ド ・案 内 情 報 一 一

書 誌/図 書 ・刊 行物 情 報 6 2

人 物 情 報(Who'sWho) 1 一

新 聞/雑 誌/ニ ュー ス 7 3

CAI 一 一

〔1'ビジ ネ ズ 元・iii ・[17} [151

金 融/証 券/為 替/市 況情 報 1 2

規 格 _〆 一

商 品 ・製 品情 報 1 2

企 業 ・財 務情 報 4 3

経 済/ビ ジネ ス 3 2

地 図 ・マ ッ ピ ン グ/電 話 番 号/住 所 コ ー ド 3 2

統 言十 ・人 口 1 3

法 律 ・法 規 ・判 例/税 ・税 務 情報 4 1

〔自然科学 凝縮
;口
4]

医 ・薬 学/バ イ オ/化 学 8 一

科学技術/特 許 3 1

コ ン ピ ュ ー タ/ソ ト ウ ェ ア 1 一

建 築 ・建 設 1 1

材 料 ・素 材 1 一

宇 宙/地 球/海 洋 ・水産 一 一

駄 文 ・社会村勢
':'[3}

芸 術 ・文 化/文 学 ・歴史 一 一

言 語 ・用 語 一 一

社 会 科学/心 理 学 1 一

図 書 館 ・↑青報 科 学 1 一

地 図 ・地 理 一 2

教 育/宗 教学 1 1

そ の ・'運… [1 .王 に'

合 計
'
…酷 …

…..i簸
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一方、実際 に提供 してい るタイ トル数 にな ると、 「医学 ・薬学/化 学」の129件 と 「科学技術

/特 許」111件 、 「新聞/雑 誌/ニ ュー ス」89件 、 「経済/ビ ジネス」83件 が大 きいところであ

る(図 表3-33)。 前回 と較べ ると 「科学技術/特 許」が93タ イ トル と大幅に増 えている。それ

に続 くの は 「新聞/雑 誌/ニ ュー ス」の69タ イ トル増、 「芸術 ・文化/文 学 ・歴史 」の41タ イ ト

ル増 である。

図表3-33CD-ROM化 されたデータベースのタイ トル数(の べ件数)

提 供 中(の べ 件 数)

〈N=32)

提 供 予 定(の べ 件 数)

(N=15)

{一 般 戊 〔ユ271 [拍1

オ ー デ ィ オ ・ ビ ジ ュ ア ル ・ ゲ ー ム ・娯 楽 5 10

サ ー ヒ ス ガ イ ド ・案 内 情 報 一 一

辞(事)典/百 科/デ ィ レ ク ト リ ー 9 10

CAI 一 一

書誌/図 書 ・刊行物情報 23 3

人 物 情 報(Who'sWho) 1 一

新 聞/雑 誌/ニ ュ ー ス 89 20

〔ビ ジネ ス3 [1031 [!4]

金融/証 券/為 替/市 況情報 一 一

規格 一 一

企 業 ・財 務 情 報 4 1

経 済/ヒ ソ ネ ス 83 3

商品 ・製 品情報 2 1

地 図 ・マ ソ ビ ン グ/電 話 番 号/住 所 コ ー ト 4 1

統 計 ・人 口 3 7

法 律 ・法 規 ・判 例/税 ・税 務 情 報 7 1

〔自然科学 ・技術} [2441 [3]

医 ・薬学/ハ イオ/化 学 129 一

科学技術/特 許 111 2

建 築 ・建 設 1 1

コ ン ピ ュ ー タ/ソ フ トウ ェ ア 3 一

材 料 ・素 材 一 一

(入 文 ・社 会 科・学 〕 [45] [11」

教育/宗 教学 1
、

10

芸 術 ・文 化/文 学 ・歴 史 一 一

言 語 ・用 語 一 一

社会科学/心 理学 41 一

図書館 ・情報科学 3
}

地 図 ・地 理 一 1

〔そ ⑳ 他3 [12] [21

合 計 531 73
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3.10イ ンタ ー ネ ッ ト利 用 につ いて

インターネットの発展は商用データベースサービスに多大な影響を及ぼ している。 この項目で

はサービス業者として、それにどのように対処 しているのかを3年 連続で調査 している。

(1)利 用の有無

まずイ ンターネ ッ トを介 したデー タベース ・サー ビスの実施状況 であるが、 「実施 している」

は22社(27.8%)と 、前回の12.6%か ら倍増 してい る(図 表3-34)。 これを業態別にみ ると、

「プロデ ューサ専業 」(15社)は 「実施 して いる」率が26 .7%と 、5社 以上の回答があ った業態

中 もっとも高 くな って いる。 「プロデ ューサ兼デ ィス トリビュー タ」(36社)は 、現在提供 中の

サ ー ビス との兼 ね合 いがあるためか、 「将来検討 したい」の選択率 が36.1%高 くなってい る。

実施 して いる

22件

(27.8%)

計 画 して いる

19件

(24.1%)

将 来 検討 したい

24件

(30.4%)

考 えて いな い

14件

(17.7%)

図表3-34 イ ンタ ーネ ッ トを介 したデータベース ・サ ー ビスの実施状 況(N=79)
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イ ンターネ ッ トを介 して実施 あるい は計 画 して いるサー ビスにつ いて図表3-35に 示 した。既

にサー ビスを実施 してい る企業22社 で最 も多いのは 「㎜ を利用 した文字 ・数値 ・静止 画情報サ

ー ビス」(86 .4%)で あ り、続 いて 「… を利用 した情報検索 サー ビス」(6&2%)、 「電子 メ

ールを利用 したニ ュースな どの文字情報 サー ビス」(27 .3%)と なる。 この順番 はサー ビスを計

画 中あるいは検討 中とい う企業 グループで も全 く同 じであ る。

(%)

0102030405060708090

㎜ による文字 ・数値 ・静止画情報

㎜ による情報検索

電子 メールでの文字情報

電子 メールなど㎜ による
オ ンライ ン販売

㎜ による動画情報

(ニ ュース映像を含む)

㎜ による文字 ・数値 ・静止画

情報,双 方向コミュニケーション

W冊 によるソフ トウェア提供

NetNewsに よる情報交換

酬 上での証券などの取引

ホームページの評価

サウンド・映像の
オンデマン ド・サー ビス

上記以外のサー ビス

双方向コミ・ニケーション・サービス

図表3-35

68三2

実施 している企業22社

口 計画中 ・検討中の企業40社

イ ンタ ーネ ッ トを介 して実 施 して いるデ ータベ ース ・サ ー ビス
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(2)利 用上 の不安、 問題 点

前回調査 で 「イ ンターネ ッ トでのサー ビスを考えていない理 由」の トップは 「課金が面倒 」で

あった。 そ こで今回 は実施 あるいは計画 している課金方式 について尋ねて みた。

実施 している22社 の回答 は 「ユーザを特定 した既存請求方式 の有料制サ ー ビス」(59.1%)、

「料 金は取 らない」(31 .8%)、 「ユーザか らの アクセスはイ ンターネ ッ トで、請求 ・決済な ど

は銀 行振込 など従来の方式で」(27.3%)、 「クレジッ ト・カー ド」(22.7%)と いう順 にな っ

た(図 表3-36)。 計画 中とい う企業で は 「具体的 な方式が 固ま って いない」を除 くと、上位2

っの順位 は同 じ(そ れぞれ37.8%、27 .0%)で あ る。

ユーザを特定した有料制

サービス

料金はとらない

ア クセスはイ ンターネ ッ トで、

請求 ・決裁などは従来方式

ク レジッ ト ・カ ー ド

広告でまかなう

具体的な方式は未定

広告とそれ以外の組み合わせ

新しい電子決裁手段

0 10 20 30 40 50 60(%)
1LI`1,

59.1

37.8

31.8

27.0

27.3

16.2

22.7

8.1

9.1

0.0

9.1

45.9

4.5

2.7
-

0.0
-

2.7一

実施 している企業22社

口 計画中 ・検討中の企業37社

図表3-36イ ンターネッ トを介 したデータベース ・サービスの課金方式
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イ ンターネ ッ トによる情報サー ビスをす でに実施 してい る企業がサ ー ビス上不安 ・問題 と考 え

てい る点 は、 「課金が面倒であ る」59.1%、 「回線容量 ・サーバ ーの能力次第で、画面 の展開速

度が遅す ぎる場合があ る」54.5%、 「外部 か らの侵入な ど、セキ ュリテ ィ上 の心配がある」50.0

%、 「個人情報 ・機密情報 など、漏洩のおそれがある」40.9%と い う順 にな って いる。

計画中あるいは検討中の企業 と見方が分かれ るのが 「回線容量 ・サーバーの能 力」、 「個人情

報の漏洩」であ り、急成長す るメデ ィアな らで はの難 しさが表れてい る。 また、逆 のケースで差

が大 きいの は 「維持 コス トをまかな う方法が見 いだせ ない」であ る(図 表3-37)。

OlO20304050607080(%)

課金が面倒

容量の能力で画面が遅い

セキュリテ ィ

個人情報 ・機密情報などの漏洩

認証手続 き未確立

従来の提供チャネルとの調整困難

回線料金が高い

変化が速す ぎる

42社

今後が見通せない

維持 コス ト方式が見いだせない

特 に不安 ・問題はない

その他

図表3-37

Ill「.1`|

59・11

54.81

23.81

50・Ol

57.11

4蝿

114.3

26.21

19.ol

26.21

13・自

実施 している企業22社

口 計画中 ・検討中の企業

lg.5

13・舅

2a81

19・1

28.61

璽4・5

0.0

18・21

=]4.8

イ ンタ ーネ ッ トを介 した デー タベ ース ・サ ー ビスな どの不 安 と問題
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「附 属 資 料 」 の部

(1)「 デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス実 態調 査(ユ ー ザ 編)」 調 査 票

(2)「 デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビ ス実 態 調 査(ベ ンダ編)」 調 査 票





鞠 7

1997年 版 デ ー タベ ー ス 白書 資 料

デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビス実 態 調 査

(1996年10月)

貴 社 名
(ま た は 団 体 名)

所 在 地 〒

ご 回 答 者 役 職 名 ご 芳 名

ご回答者連絡先電話番号 、

内線

資本金(非 営利法人においては,基 金,出 資金等)8 兆 穐 巨億 債 億 千万 百

最近1年の年商〔鑑
1欝 欝 曙1饗麟 誓璽 懲 〕15

←兆 兆 千億 百億 情 億 千万 所

従頻 数〔欝 ㌶ 倉欝 警壁 官庁の劇 ま関係庁部署の〕23 十万 万 千 百 十

円

円

人
28

本調査は㈲データベース振興センターが,働 日本情報処理開発協会に委託 して実施 しているものです。
・本調書におきま しては,完 全に機密を厳守 し,個 別データは絶対に公表いた しません。
・ご回答を賜 りま した方へは、後 日,本 調査の分析結果(大 要)を 送付申し上げます(1997年5月 頃)。
・本調査に関するお問い合わせ先

例)日本情報処理開発協会 調査部 電 話03-3432-9382

(データベース ・サービス実態調査 担当 渡辺)

卵
問1.貴 社の業種グループを下記の表から選択 して番号でご回答下さい。

業 種 グ ル プ

1.建 設 業

2.石 油 ・ 化 学 工 業

3.鉄 鋼 ・非 鉄 ・金 属 製 造 業

4.電 気 ・一般 ・輸送機械製造業

5.そ の 他 製 造 業

6.商 業

7.金 融 ・ 保 険 業

8.情 報 処 理 ・情 報 提 供 業

9.そ の他 対 事 業 所 サ ー ビス

10.公 共 サ

11.そ の

ビ ス

他

含 ま れ る 業 種

建設業

医薬品製造業,石 油業,化 学工業

鉄鋼業,非 鉄金属 ・金属製品業

電気機器製造業,輸 送用機器製造業,機 械 ・精密機器製造業

食品工業,繊 維 ・紙 ・パルプ業,ガ ラス ・土石製品,印 刷 ・

出版 ・新聞,そ の他製造業

商業

金融業,証 券業,保 険業

情報処理サービス ・ソフ トウェア ・情報提供業

不動産,運 輸 ・倉庫,電 力 ・ガス,放 送 ・通信,シ ンクタン
ク,広 告,そ の他サービス業

学校その他教育機関,病 院その他医療機関,調 査 ・研究機関,
組合 ・諸団体,政 府 ・地方公共団体

農 ・林 ・水産業,鉱 業,そ の他

鮒 の主力業種29[=コ

鮒 の関連業種3i[

37

四
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問2.貴 社 で は商用デ ータベース(*)を 使 っています か。番号 をご記入下 さい。

使 って い る 。-2.. 現在 は使 っていな いが、以前使 って いた。 上.使 った ことがない。〕・一・

L,と お答えの方は問12へ3[㌫ の方、、問19一お進み下さい
.

三『口

(*)対 価をとって,ユ ーザの利用に供することを目的 としたデータベース。以下のものを含みます。
・商用オ ンライ ン ・デ ータベ ース ・サー ビス(パ ソコン通信 を除 く)

・パ ソコ ン通信に よる商用デ ータベ ース利用

・商用オ フライ ン ・デー タベ ース ・サー ビス(MT
、CD-ROMな ど)

利用実績と予定

問3.商 用データベースの利用実績と予定についてご回答下さい。

(1)年 間利用金額について

(2)

利用梼兄について

(利用金額ベースで ご回答下さい)

1995年 度
実績(万 円)

1996年 度
予定(万 円)

国産 デー タベ ー ス
債 億 千万 莇 十万 万 怖 億 千万 訂 十万 万

海外製データベース

合 計

部門別データベー ス ・サ ー ビスの

さい)

企 画 部 門75

調 査 部 門78

研 究 部 門81

特 許 部 門84

システム開発部門87

生 産 部 門go

営 業 部 門93

総 務 部 門96

そ の 他 の 部 門99

合 計 1 0 0%

50

62

74

101

(3}貴 社における1995年 度の利用金額の多い上位5種 のオンライン・サービス名(除 くパソコン通信)に

ついて次頁の表1を 参考にして番号でご回答下さい。また,よ く利用するデータベース名(フ ァイル名)

5種 類を次頁の表2を 参考にして番号でご回答下さい。ただし,そ の他のときは具体名をご記入下 さい。

(例)

102

104

106

108

HO

順

位
シ ス テ ム 名

1 2 (99の ときは具体名)

1

2

3

4

5

(例)

112

一78一

114

116

118

}20

順

位
データベース名(フ ァイル名)

0 1 (99の ときは具体名)

1

2

3

4

5
　　　

回



表1サ ー ビス システム名一覧

1

2

3
4

5

6

7
8

9

10

11

12
13

14

15

16

17

18

19
20

21

22

23

99

BRANDY

CDPonline

COSMOS

DIALINE

DIALOG

DOWJONESNEWS/RETRIEVAL

ELNET

G-Search

JOIS

LEXIS

MAIN

NEEDS-IR

NEEDS-TS

NEXIS

NICHIGAI-ASSIST

ORBIT

PATOLIS

QUICKビ デ オ1

STNInternational

TSR

ロ イ タ ー モ ニ タ ー サ ー ビ ス

日経 テ レ コ ン

NACSIS-IR

(ブ ラ ンデ イ ・イ ンターナ シ ョナル)

(OVIDTechnologies,Inc.)

(帝 国 デー タバ ンク)

(エム・アール・アイ情報ネットワーク)

(Knight-RidderInformationInc.)

(DOWJONES&Co.Inc.)

(エ レク トロニ ック ・ライ ブラ リ)

(G-Search)

(科 学 技術 振興 事業団)

(LEXIS-NEXIS)

(時 事 通信社 〉

(日 本経済新 聞社)

(日 本 経済新 聞社)

(LEXIS-NEXIS)

(口 外 ア ソシエー ツ)

(Questel・Orbit,Inc.)

(日 本 特許情報機構)

(QUICK)

(科学 技術振興事業団)

(東京 商工 リサ ーチ)

(ロ イ ター ・ジャパ ン)

(日本 経済新聞社)

(学 術 情報セ ンター、

その他

表2デ ータベ ース(フ ァイル)名 一 覧

10

11

12
13

14

15

16

17

18

19
20

21

22

23
24

25

26

27
28

29

30
31

32

BIOSIS

BRANDY

CA

CA-SEARCH

CLAIMS

COM[PENDEX

COSMOS2(帝 国 データバ ンク企業情報)

EMBASE

FSTA

INPADOC

INSPEC

JICST科 学 技術文献 フ ァイル

JICST医 中誌 国内医学文献 フ ァイル

JAPAN-MARC

MEDLINE

NTIS

PTS-PROM

QUICKビ デ オ ー1

REGISTRY

TSR-BIGS(東 京 商工 リサ ーチ企業情報)

WHO

WPI

朝 日新 聞記事 デー タベース

商標 ファイ ル

特許 ・実用新案 ファイル

日経新 聞記事デ ータベ ース

日経総合経 済 フ ァイル

日経財務 デ ータ

日経POS情 報

日経WHO'SWHO

毎 日新聞記事 デ ータベ ース

読売新聞記事 デ ータベ ース

(CDPOnline,DataStar,DIALOG,STN,NIFTY-Serve等)

(BRANDY)

(STN)

(CDPOnline,DIALOG,NIFTY-Serve,INFOCUE)

(DIALOG,Orbit)

(CDPOnline,DataStar,DIALOG,STN,NIFTY-Serve等)

(COSMOS,G-Search,U-net)

(CDPOnline,DataStar,DIALOG,STN,NIFTY-Serve等)

(DataStar,Orbit,STN)

(DIALO6,0rbit,STN)

(CDPOnline,DataStar,DIALOG,NIFTY-Serve,STN等)

(JOIS,日 経 テ レ コ ン)

(JOIS,日 経 テ レ コ ン)

(DIALINE)

(CDPOnline,DataStar,DIALOG,JOIS,NIFTY-Serve等)

(CDPOnline,DataStar,DIALOG,STN,NIFTY--Serve等)

(DataStar,DIALOG,NIFTY-Serve,INFOCUE)

(QUICKビ デ オ ー1)

(STN)

(TSR-VAN,TSRデ ータベース,MIBase,日 経 テ レ コ ン 等)

(NICHIGAI-ASSIST,G-Search)

(Orbit,STN)

(G-Search,日 経 テ レ コ ン等)

(PATOLIS,日 経 テ レ コ ン)

(PATOLIS,日 経 テ レ コ ン)

(G-Search,日 経 テ レ コ ン)

(NEEDS-BULK,NEEDS－ 町,NEEDS-TS,日 経 テ レ コ ン等)

(NEEDS-BULK,NEEDS-DataGEAR,日 経 テ レ コ ン 等)

(NEEDS,日 経 テ レ コ ン)

(NEEDS-Mr,日 経 テ レ コ ン)

(G-Search,日 経 テ レ コ ン等)

(G-Search,日 経 テ レ コ ン等)
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(4)貴 社 にお けるデ ータベース ・サー ビスの契約 システム数 について ご回答下 さい。

124[=コ
契約
126

問4.商 用データベースの利用形態の割合について、1995年 度実績と1996年 度予定を利用金額ベースでご記入

下 さい。

1995年 度 実績 1996年 度予 定

国産DB 海外DB 国産DB 海外DB

127

商 用 オンライン・データベース・サービス(ノ{ソコン通 信 を 除 く)

% % % %

パ ソコ ン通信 によ るデー タベ ース利用

% % % %

151

商用 オ フライ ン ・サ ー ビス:CD-ROM

% % % %

163

商用 オ フライ ン ・サ ー ビス:そ の他

% % % %

合 計
1 0

%

0 1 0

%

0 1 0

%

0 1 0

%

0

138

150

162

{74

商用データベースのデータの種類と利用分野

問5.商 用データベースでの刮用を望んでいるデータのタイプについて、該当する欄に○印をおつけ下さい。

また、その具体例を括弧内にご記入下さい(例=官 公庁/企 業等の発表資料、政府の各種統計資料など)。

1文 字臼 数値データ 具 体 例

175

一次資料(生 データ)
〔 〕

177

グラフ・目録等二次資料 〔 〕

178

問6.現 在は、商用データベースでどのようなデータを利用 していますか。また今後利用 したい,あ るいは

利用を増やしたいデータはどれですか(い くっでも)。

現 在 利用 して い る
今 後 利 用 した い

利 用を増 や した い

オンライン オフライン

(CD-ROM等)

オンライン オフライン

(CD-ROM等)

179

テキ ス ト(リ フ ァレンス)

183

テキス ト(フ ァク ト・文字)

187

数値

画像 ・グラフ(描 画 による:NAPLPSな ど)

画 像(静 止画 ・イメー ジ:写 真 な ど)195
199

映像(動 画)
203立 士

日 戸

182

186

190

194

198

202

　むア

206同

一80一



問7.よ く利用する商用データベースの対象分野について,該 当する欄に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

、＼
国 産/海 外

＼ ・
対 象 分 野

国 産 デ ー タベ ー ス 海外製データベース

一

般

208

全般(百 科辞典/書 誌情報/書 籍案内)

新聞/雑 誌/ニ ュース

人物/機 関情報

行政/法 律/政 治

生活関連情報

その他

自
然
科
学

220

特許

医学/薬 学/生 命学/生 物

その他
226

社会科学 ・人文科学
zz8

企業財務/企 業情報

マクロ経済
ビ

ジ

ネ

ス

市場/商 品

金融/証 券/為 替

その他

そ の 他(z}811

219

225

227

237

239

問8.公 的デーダ を扱 うデータベースの利用についておたずね します。該当する欄に○印をおつけ下さい

(いくつでも)。

　 ～ 、 利 用 の 有 無、r- } 、、 一

データの種類

利用 している。

現在利用 していな

いが、今後利用

したい。

利用していない/

利用する予定なし

A.文 字 デー タ 1.政 府白書関係240

2.政 府委員会資料243

3.政 府記者発表資料245

4.官 報249

5.判 例集など252

6.都 市計画データ(地 図情報含む)

7.特 許情報258

8.そ の他()261

B.数 値 デ ータ 1.人 口 ・雇用 ・労働264

2.国 民 経済 ・景気 ・金融266

3.国 際 収支 ・貿易270

4.産 業 一般273

5.企 業関連276

6.そ の他()279
28i

(*)こ こ で の 公 的 デ ー タ と は 、 行 政 機 関 等 の 公 的 機 関 が 作 成 、 公 表 し て い る 統 計 情 報 お よ び

エロエ
文献資料 幡 審議会答申'ぎ:ど)を 意味します.回



問9.公 的機関が作成 ・所有している公的データは、国民の税金でまかなわれており、原則として国民に無料(提 供

作業経費 ・媒体費などは実費で)で 提供すべきだとする意見がありますが、このことについてどう患われますか。

該当する番号に○印をおつけ下さい(何 れかひとつ)。

283

284

285

286

287

公的データは、原則として国民の税金でまかなわれており、日本人(日 本国籍を もつ人)・ 外

国人、個人 ・法人を問わず、無条件で希望者全員に国家機密 ・個人データなどを除き、無料で

提供すべきだ。インターネ ット上で も公開できるものは全て公開すべきである。

公的データは、原則として国民の税金でまかなわれているとはいえ、全ての国民が必要とす る

わけではない。公的データといえども、個人が自分のためだけに利用す る場合は無料で も、企

業や第三者提供を前提とした個人、外国人の場合は同等のデータベースの市場価格を参考に し

たそれなりの料金を設定、有料で提供すべきだ。インターネット上での情報公開は、有料提供

のさまたげにならない無料の分野に限定すべきだ。

公的データは、原則として国民の税金でまかなわれているとはいえ、全ての国民が必要 とする

わけではない。公的データは、個人 ・企業 ・外国人を問わず、第三者提供の有無にかかわ らず

同等のデータベースの市場価格を参考に、提供料金を決め、利用者から料金を徴収すべきだ。

この場合、個人利用か第三者提供かなどで、料金格差を設けるべきだ。インターネット上での

情報提供は、有料提供のさまたげにならない無料の分野に限定すべきだ。

公的データといえども、白書のように国民全体を対象に作成され、比較的妥当な料金で提供 さ

れているもの。利用者がある手鏡 限定 され、基礎的な数字は各種のメディアで公表されている

経済統計や、これより利用者がさらに限定されると思われ、網羅的に検索するには、かな りコ

ス トがかかる特許情報のようなものがある。こうした個々のデータ分野の特性を考え、現状に

合 った合理的な提供基準を作成すべ きだ。インターネット上での情報提供は、有料提供のさま

たげにならない無料の分野に限定すべきだ。

データベースの利用者

問10.社 内では主にどのようにデータベースを利用

していますか。該当する欄に○印をおつけ下 さ

い(い くつで も)。

問11.パ スワー ド数と利用人数についてご回答下さい。

き　る

1つ のパスワ_ド を平均1

288

289

290

29!

292

293

1 情報を必要とする人が自分で検索する

2 同じ部門内の担当者に依頼する

3 データベース検索担当部門に依頼する

4 専門的な検索は依頼し、簡単な検索は自分で行う

5 以上の組み合わせで、どれが主 とはいえない

6 その他()

1人 で 利 用 して いる。1

利用上の問題点

297

問12.商 用データベースの利用料金について全体的に、どのように感 じていますか(何 れかひとつ)。

〔1.高 い ・.妥 当 ・.安 い〕298□

一82- .
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問13.情 報料金(通 信料金を除 く)に 対する感想について該当する欄に○印をおつけ下 さい(い くつでも)。

(例)

＼ ＼
一 〉 亘 産/海 外

対 象 分 野

国産データベース 海外製データベース

高い 妥当 安い 高い 妥当 安い

市 場/商 品 ○ 〇

一

般

auu

全般(百 科辞典/書 誌情報/書 籍案内)

新聞/雑 誌/ニ ュース

人物/機 関情報

行政/法 律/政 治

生活関連情報

その他

自然

科
学

δ5b

特許

　

医学/薬 学/生 命学/生 物

その他

社会科学・人文科学5叶

ビ

ジ

ネ

ス

δbU

企業財務/企 業情報

マクロ経済

市場/商 品

金融/証 券/為 替

その他

そ の 他()Illlll

335

353

359

389

395

問14.料 金体系に対する感想について該当する欄に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

国 産/海 外
国産 デ ー タ ベ ー ス 海外製データベース

特に不満はない396

定額制なので割高である398

基本料金+従 量制であるが、基本料金が高い400

従量制であるが高い402

従量制であるために利用料金の見積 りができない404

必要なデータ ・資料が得 られなくても料金がかかる

その他(具体的に:)

409

問15.通 信料金に対する感想について該当する欄に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

国 産 / 海 外
国 産 デ ー タ ベ ー ス 海外製データベース

特に不満はない 410

通信料金(電 話料金)が 高い 412

通信料金(専 用回線などネ ットワー ク使用料) が高い

その他 〔具体的に ・
)

417
る ヒ き

同
一83一



問佃.デ ータベースに収録されている情報に対する感想について、該当する欄に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

　 一 ～ 国 産/海 外＼
一

国 産 デ ー タベ ー ス 海外 製デー タベース

、
特に不満はない4ほ

情報が不正確なことがある421

情報の更新頻度が少ない423

元情報の発表か らデータベースの更新まで時間が 伽

かかりすぎる

情報の遡及期間が短い427

情報の件数が少ない429

出力項目のパ ターンが不満431

フルテキス トで収録されていない433

求あている情報の存在が不明確435

ヒット件数が少ない437

利用したい情報がない439

その他(具 体的に:)

442

問17.商 用データベースSサ ー ビスのコマン ドあるいは機能n操 作性に関する問題点についておたずね します。該

当する番号に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

一 現在利用 していない方は髄 へ お進み下 さい。

443

444

445

446

447

448

449

450

45i

452

453

454

455

456

1 コマン ドが不統一なので不 自由である

2 一次情報の入手が困難

3 キーワー ドが不足 している

4 統一 シソーラスが欲 しい

5
特定 キー ワー ドの ファイ ル別,も しくはデータベ ース別の

(摩1}

出現頻度が参照できる機能が欲しい

6 ダウンローディングができない

7

(■2)

Gateway機 能 が ほ しい

8 エキスパー ト・システムを応用 した機能が欲 しい

9
(・3,

自然言語を検索言語として使いたい

1・: 機械翻訳を機能として持っていない

11 接続手順が煩しい

12… 検索速度が遅い(検 索している時間がかかりすぎる)

13 通信速度が遅い(検 索結果の送信時などに時間がかかる)

14… その他()

(*1)DIALOGのDIALINDEXの よ う な ク ロ ス フ ァ イ ル イ ン デ ッ ク ス

を 指 し ま す 。

(*2)こ こ で は,例 え ば,デ ー タ ベ ー ス ・ シ ス テ ム 同 士 が ネ ッ ト

ワ ー ク で 接 続 さ れ,一 方 の ン ス テ ム と 契 約 す れ ば,他 の シ ス

テ ム の デ ー タ ベ ー ス も利 用 で き る よ う な 機 能 を 指 し ま す 。

(*3}こ こ で の 自 然 言 語 と は,日 常 使 っ て い る 言 葉 の こ と を 指 し

ま す 。

一84一
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今後の利用予定

問18.商 用データベースの利用方法にっいて今後 どのような方向に進めたいとお考えですか。該当する番号に

○印をおつけ下 さい(い くつでも)。
458

459

一 ㎜ へお進み下さい。

460

461

462

463

464

1 利用できるデータベースを増やす

2
社内システム(社 内LANな ど)に 接続 して、社員だれも

が使えるようにする

3
利用の高度化を図 る(デ ータをダウンロー ドして加工処理

するなど)

4 より低料金のサー ビスを探 して、経費削減を図 る

5 使用料を減 らして、経費削減を図る

6 現状程度

7 その他(具体的に:)

問19.今 後商用データベースを利用する予定がありますか(何 れかひとつ)。

〔L近 々(1年 以内)利 用する予定である 2.将 来(2,3年 以内)利 用する可能性が高い

a.利 用する予定は全くない〕465口

L3と お答えの方は匙2へ お進み下さい。

問20.今 後利用 したいデータベースはどのようなものか,分 野と対象とするデータの収録地域について該当す

る欄に○をおつけ下 さい(い くつでも)。

(例)

収 録 地 域

対 象 分 野
日 本

アメリカ

合衆 国

EC

諸 国
アジア

ロシア
●

東 欧
その他

市 場/商 品 ○ ○

一

般

4bb

全般(百 科辞典/書 誌情報/書 籍案内)

新聞/雑 誌/ニ ュース

人物/機 関情報

行政/法 律/政 治

生活関連情報

その他

自然

科学

buz

特許

医学/薬 学/生 命学/生 物

その他

社会科学・人文科学 叶

ビ

ジ

ネ

ス

OZb

企業財務/企 業情報

マクロ経済

市場/商 品

金融/証 券/為 替

その他

そ の 他()lllIll

一85一
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525

555
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問21.今 後どのようなデータベース ・サービスができれば良いとお考えですか。ご自由にご記入下さい。

〆

インハ ウス ・データベースと社内情報 システム

問22.貴 社ではインハウス ・データベース(企 業内データベース)を お持ちですか。番号でお答え下さい。

〔1.あ る 2.な い 〕

L2と お答えの方 は問30へ お進み下さい。

563[コ

問23.貴 社でお持ちのイ ンハウス ・データベースはどのような内容で しょうか。該当する番号に○印と構築年度も

ご記入下さい(い くつでも)。 また,各 々のデータベースを主に使用 している部門についても番号でご記入下

さい(多 い順に3つ までの選択)。

584

5T8

588

800

812

824

s35

84■

6ff4

(酪 下2桁)1(西 暦下2桁>1

内 容1構 築年∋ 利 用 部門 1内 容 構築年度 利 用 部 門1

1 顧 客 管 理 9 人 事 管 理
575

1 企 画 部 門

2 販売(営 業)管 理 10 経理 ・財務 管理

5■7

699

811

62⑨

635

847

2 調 査 部 門

3 物 流 管 理 11 特 許 業 務 3 研 究 部 門

4 在 庫 管 理 12 技 術 情 報 4 特 許 部 門

5 生産 ・資材 管 理 i3 資 料 情 報 5 システム開発部門

6 マー行 イげ 情報 14 社 内 の 動 き 6 生 産 部 門

7 二・一ス(新 聞記 事) 15 取 引 先 情 報 7 営 業 部 門

8 製 品 情 報 θ63 8 総 務 部 門

16 ・・他()1
、1,iド"

9 そ の 他 の 部 門

問24.イ ンハウス ・データベース構築の目的についておたずね します。該当するものに○印をおつけ下さい

(いくつでも)。

660

861

662

663

664

665

666

販売促進の効率化 8 図書,資 料,文 書等企業内情報の有効活用

2在 庫管理の効率化 9 商品開発のための市場ニーズ情報把握

3 生産の効率化 10 EDI、CALSへ の 対応

4 事務処理の効率化 11 経営戦略での活用

5
「

受発注事務の効率化 12 取引先との情報共有化

6 決済事務の効率化 13 データの外販

7 物流,配 送の効率化 14 その他(). 673

問25.イ ンハウス ・データベース構築 ・格納状況についておたずね します。該当する欄に○印をおつけ下 さい

(いくつでも)。

導入済み 導入予定あり 導入 済みか否かは
データベース毎 に異な る

RDB(MS)67パ
崎

デ 一 夕 ウ ・ ア ・・ウ ス6771
'

676

b79

　ぽロ

巨]
一86一



問26.イ ンハウス ・データベースへのアクセス環境についておたずねします。以下の社内通信システム(機 能)の うち

該当する欄に○印をおつけ下さい(い くっでも)。

導入済み 導入予定あり 導入済みか否かは
データベース毎に異なる

社内LAN68i

グルー プウ ェア684

イ ン トラネ ッ ト687

モバイル/リ モート・コンピューティング6go

683

686

689

692

問27.貴 社のインハウス ・データベースは社外のネッ トワークに接続されていますか(何 れかひとっ)。

〔1.接 続 して い る 2.接 続 して いない〕
693口

問28.問2Tで 社外のネットワークに接続されている場合, 3年 前 と現在の接続ネッ トワーク数につ いてご記入 くだ

さ い。
694

3年 前

現 在
698

件
697

件
701

問29.現 在接続されているネ ットワークでどのような相手先とデータの流通を行 っていらっしゃいますか。該当す

る番号に○印をおつけ下さい(い くつでも)。 702

703

704

705

706

70T

1 資材(部 品/材 料)調 達先

2 生産委託先

3 物流委託先

4 販売代理店 ・小売店

5 関連会社/子 会社

6 その他

イ ン タ ー ネ ッ トに つ い て

問30.貴 社では 「インターネッ ト」を利用 していますか。(何 れかひとつ)。

1.現 在利用 している。2.現 在利用 していないが、今後利用 したい。

〔
旦.今 後 も利用する必要はない、または不明。

L3と お答えの方は間34へ お進み下さい

〕
708口

問31.貴 社では 「インターネット」にどのように接続 して利用 していますか、あるいは利用する予定ですか。

該当する番号に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

709

710

711

712

非 商用 全国ネ ッ トワー ク(SINET,WIDE等)か ら利 用

非 商用 地域ネ ッ トワー ク(TRAIN,ORIONS等)か ら利用

商 用ネ ッ トワー ク(InfoWeb,IIJ等)か ら利用

コロお

同
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問32.

○ 印 をおつけ下 さい(い くつで も)。

「インターネッ ト」をどのような目的で利用 していますか、あるいは利用する予定ですか。該当する番号に

(*)コ ンピュータ・ネフトワーケ を 介 し て 電 子 的 に

受 発 注 、 輸 送 、 決 済 な ど の ビジネス文

書 を や り と り す る こ と 。

714

715

716

717

718

719

720

721

722

7Z3

724

1 電子メール

2 NetNewsに よ る情報交換 サー ビス

3 ファイル転送

4 ホームページからの情報入手

5 商用のデータベース検索
、'

システム名:

'
、

6 ホームページ作成による情報発信 ・

7 EDI(電 子データ交換)'

8 電子モール など欄 を利 用 した商品やサービスのオンライン売買

9 酬 からのソフ トウェア提供サービス

10 w棚 上での証券などの取引サービス

11 その他(具体的に:)

問33.「 インターネ ット」を利用 したデータベース ・サー ビスなどのうち、次のどれが有望 だとお考えですか。

該当する番号に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

725

726

727

728

729

730

73r

732

733

734

735

736

737

738

739

740

741

742

743

744

1 電子メールを利用 したニ ュースなどの文字情報サービス

2 NetNewsに よ る情報交換 サ ー ビス

3 イ ンターネ ッ トフ ォンな どによ る リアル タイム会話 ・会議 サ ービス

4 CU-seeMeに よ る双方 向 コ ミュニケ ーシ ョン ・サ ー ビス

5 ㎜ を利用 した文字 ・数値 ・静止画情報サービス

6 鼎wを 利用 した動画情報(ニ ュース映像を含む)サ ービス

7 4.と5.の 複 合 サー ビス

8 ㎜ 上での(yahooな どの)情 報検索サービス

9 ㎜ を経由 した(従 来型)デ ータベース検索サービス

10 イン トラネ ット対象の情報提供 ・データベース検索サービス

11 電子モールなど酬 を利用 した商品やサービスのオ ンライ ン販売

12 w㎜ を利用 したソフ トウェア提供サービス

13 ㎜1上 での証券などの取引サービス

14 ホームページの評価サービス

15 ホームページの視聴率測定サービス

16 サ ウン ド・映像 のオ ンデマ ン ド ・サ ー ビス

17 上記以外()

18 判断力灘 しい

19 インターネットを利用 した情報提供などの将来性は期待できない

20 その他()

ぐぐヨ

ロ
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問34.「 インターネッ ト」の利用に関して気になることは何ですか。該当する番号に○印をおつけ下さい(い くっでも)。

746

747

748

749

750

751

752

753

754

755

756

757

1 特に気になることはない

2 外部からの進入など、セキュリティ上の心配がある

3 著作権が確立 していないので、不安だ

4 プロバイダーなどに支払う回線料金が高い

5 個人情報 ・機密情報など、漏洩の恐れがある

6 パソコンの操作が複雑で、利用 しにくい

7 認証手続きなどが確立されていない

8 物品購入などの際、料金の支払い方法が面倒である

9 物品購入などの際、料金の支払い方法によってはセキ・リティ上の心配がある

10 回線容量 ・サーバーの能力次第で、画面の展開速度が遅すぎる場合がある

11 変化が速すぎて今後どうなるか見通せない

12 その他()

パソコン通信でのデータベースの利用について

問35.貴 社のパソコン通信の利用についておたずねします。

川 貴社ではパソコン通信を利用していますか。

〔1.利 用 している 旦.利 用 していない 〕

L-一 一2と お答えの方は固鎚へお進み下 さい。

② よくご利用になるパソコン通信ネッ トワーク名

について,該 当する番号に○印をおつけ下さい

(いくつでも)。

759

760

761

762

763

764

765

766

758口

1 NIFTY-Serve

2 BIGLOBE(PC-VAN)

3 ASAHIネ ッ ト/People

4 EYE-NET

5 アスキーネ ッ ト

6 NTT-PC

7 日経MIX

8 その他()

③ 貴社ではパソコン通信のどのような

メニューをよくお使いになりますか。

該当する番号に○印をおつけ下さい

(いくつでも)。

767

768

769

770

771

772

773

774

1 デ ータベース

2 シ ョッピング ・座席 予約な ど"

3 BBS(電 子掲示板)

4 電子メール

5 電子会議(フ ォーラム)

6 ソフ トウェア入手

7 他 ネヴ1(イ ンターネットを含む)接 続サ ービス

8 その他(

775

回
一89一



(4)(3)で 「1(デ ータベース)を 利用する」とお答えの方に 「パソコン通信で商用データベースを利用

する」理由についておたずねします。該当する番号に○印をおつけ下 さい(い くつでも)。

776

777

778

779

780

781

782

⑤ パソコン通信で商用データベースを利用して、不満な点がありますか。番号でお答え下さい。

783

〔1.あ る'2.な い〕

L-一 一2と お答えの方は問題へお進み下さい。

⑥ 不満がある場合は、どのような点が不満ですか。該当する番号に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

784

785

786

787

788

789

790

791

792

1 使用料金が少なくてすむ

2 いろいろなデータベースを利用できる

3 操作が簡単

4 アクセス ・ポイン トが多い(電 話料金が少ない)

5 電子メール、フォーラムなど他の機能と一緒に利用できる

6 専用のソフ トなどがい らない

7 その他(具 体的に:)

1 利用できるデータベースが少 ない

2 ノ加 ン通信経由で利用 した方の料金が割高になる場合がある

3 データベースに接続するまでに時間がかかる

4 データベースにつなが らないことが多い

5 回線が満杯でパソコン通信につなが らないことが多い

6 公私のけじめがつきにくい(仕 事と遊びがはっきりしない)

7 データベースの検索方法が難 しい

8 アクセス ・ポイントが少ない

9 その他(具体的に:)

[

CD-ROMに つ いて

問36.貴 社ではCD-ROM化 された商用のデータベースを使っていらっしゃいますか。

〔1.使 っ て い る 。 エ.使 ってい ない。〕

793口

L2と お答えの方は靱 へお進みください。

一90一
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問37.CD-ROM化 されたデータベースをどの分野でいくつご利用になっていますか。下記の表3を 参照 してコー ド

でご記入下さい。ただし,そ の他(該 当する分野がない場合)の ときは具体例をご記入下さい。

(例)
795

799

803

807

811

分 野 コ ー ド

データベース数

(タイ トル数)

2 4 (99の ときは具 体例)

1 797

2 801

3 805

4 809

5 813

合 計 816

表3.CD-ROA)1分 野 コー ド一 覧

[一 般] 18 不動産

1 オ ーデ ィオ ・ビジュアル/ゲ ーム ・娯楽 19 法律 ・法規 ・判例/税 ・税務情報

2 サービスガイ ド・案内情報 [自然科学 ・技術]

3 辞(事)典/百 科/デ ィレク トリー 20 医 ・薬学/バ イオ/科 学

4 CAI 21 宇宙/地 球/海 洋 ・水産

5 書誌/図 書 ・刊行物情報 22 エネルギー/資 源/環 境

6 人物情報(Whピs肺o) 23 気象 ・気候

7 新聞/雑 誌/ニ ュース 24 科学技術/特 許

8 デスク トップ 25 コ ン ピュータ/ソ フ トウェア

9 ナ ビゲー シ ョン 26 建築 ・建設

[ビジネス] 27 数学/農 業 ・農学

10 金融/証券/為替/市況情報 28 材料 ・素材

11 規 格 [人文 ・社会科学]

12 企業 ・財務情報 29 教育/宗 教

13 経済/ビ ジネス 30 芸術 ・文化/文 学 ・歴史

14 商品 ・製品情報 31 言語 ・用語

15 パ ーツカタ ログ 32 社会科学/心 理学

16 地図 ・マッピング/電 話番号/住 所コー ド 33 図書館 ・情報科学 へ
、

17 統計 ・人口 34 地図 ・地理

99 そ の 他()

　 エア

同
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問38.貴 社でCD-ROMを 利用 している理由について該当する番号に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

818

819

820

821

822

823

1 一括払いの固定料金である

2 通信 コス トが不要である

3 予算(支 出)管 理が立てやすい

4 社内での情報検索の訓練に適当

5 マイクロ資料,印 刷物より省スペースである

6 その他()

問39.CD-ROMの 利用に関 して特に不便とお考えの点があ りましたら該当する番号に○印をおつけ下さい

(いくつでも)。

824

825

826

827

828

829

830

831

832

1 検索スピー ドが遅い

2 ハー ドウェア(CD-ROMド ライブ)の 価格が高い

3 ソフ トウェア(CD-ROM化 された情報)に 割高感がある

4 情報の更新頻度に問題がある

5 検索用ソフ トウェアが統一されていない

6 ハー ドウェアの規格が統一されていない

7 必要な情報がCD-ROM化 されていない

8 利用の必要がない

9 その他()

問40.今 後CD-ROMを 利用する予定があ りますか(何 れかひとつ)。

〔1.あ る 2.な い 〕

833口

ご あ が と'ご ざいま した

ぽヨる

回
835工

839
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1997年 版 デ ー タ ベ ー ス 白書 資 料

デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス実 態 調 査

(1996年10月)

17

ベ ンダ編
11
.■ … …

貴 社 名
(ま た は 団 体 名)

日

日

∧

所 在 地 〒

ご 回 答 者 役 職 名 ご 芳 名

ご回答者連絡先電話番号

内線

資本金(非 営利法人においては、基金、出資金等)8
兆 刊 百僚 櫓 億 千万 莇

最近1年の年商〔銀行・
非常禾1」欝 欝 懸 塁麟 繋 獣 顯15

十兆 兆 刊 百偉 債 億 千万 莇

従業員数〔欝 ㌶ 合爵 警ぽ 官庁の場合は関係庁部署の)23 十万 万 千 百 十

圏

本調査は㈲データベース振興センターが、働 日本情報処理開発協会に委託 して実施しているものです。
・本調書におきましては、完全に機密を厳守 し、個別データは絶対に公表いた しません。
・ご回答を賜 りました方へは、後 日、本調査の分析結果(大 要)を 送付申 し上げます(1997年5月 頃)。
・本調査に関するお問い合わせ先

働日本情報処理開発協会 調査部 電 話03-3432-9382

(データベース ・サービス実態調査 担当 渡辺)

問1.貴 社の業種グループを下記の表から選択 して番号でご回答下さい。

囚

業 種 グ ル ー プ 含 ま れ る 業 種

1.建 設 業

2.石 油 ・ 化 学 工 業

3.鉄 鋼 ・非 鉄 ・金 属 製 造業

4.電 気 ・一般 ・輸送機械製造業

5.そ の 他 製 造 業

6.商 業

7.金 融 ・ 保 険 業

8.情 報 処 理 ・情 報 提 供 業

9.そ の他 対 事 業 所 サ ー ビス

10.公 共 サ ー ビ ス

11.そ の 他

建設業

医薬品製造業,石 油業,化 学工業

鉄鋼業,非 鉄金属 ・金属製品業

電気機器製造業,輸 送用機器製造業,機 械 ・精密機器製造業

食品工業,繊 維 ・紙 ・パルプ業,ガ ラス ・土石製品,印 刷 ・

出版 ・新聞,そ の他製造業

商業

金融業,証 券業,保 険業

情報処理サービス ・ソフ トウェア ・情報提供業

不動産,運 輸 ・倉庫,電 力 ・ガス,放 送 ・通信,シ ンクタン

久 広告,そ の他サービス業

学校その他教育機関,病 院その他医療機関,調 査 ・研究機関,
組合 ・諸団体,政 府 ・地方公共団体

農 ・林 ・水産業,鉱 業,そ の他

1

貴社の主力業種29[コ
37

鮒 の関連業種31■il
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サー ビス形態

問2.貴 社の該当するサービス形態に○印をおつけ下 さい(い くつでも)。
38

39

40

41

42

プ ロ デ ュ ー サ('D

デ ィ ス ト リ ビ ュ ー タ(*2}

ゲ ー トウ ェ イ(喰3)

代行検索業 国)

代 理 店('5}

(*1)デ ータベースを構築す る者。

(掌2)自 己の コンピュータを運用 し、 プロデューサからデータベース ・ファイルを委託 され、 またはプロデューサのデータベース ・フ ァイルに接続 して、

データベース ・ファイルに接続 して、 データベースの情報 をユーザに提供す る者。

(*3)電 子的な変換恨能 を用いて、利用者が ひとっのデータベースにアクセスす れば、他 のデー タベースも利用可能になる接続 損能を提供す る者。

になる接続楓 能を提供す る者。

(*4)顧 客の情報ニーズに応 じ、データベ ースを選定 し、検索の結果を評価 し、口客 に提供す る者。

(*5)デ ータ権利者ないしプロデューサの著作糧事務を代行する者、またはディス トリビュータの営藁事務を代理する者。

問3.貴 社におけるデータベース ・サービスの位置づけ

についてどのようにお考えですか。該当する欄に○

印をおつけ下さい(現 在、将来についてそれぞれひ

とつ)。

現在 将来

主力 ビジネスと考えている43

主力 ビジネスとは考えていない

そ の 他47

44

46

48

デ ー タ ベー ス ・サ ー ビスの売 上 高(1995年 度)

問4.貴 社 の総 売上高(年 商)の うち、データベー ス ・サー ビスの

占める割合はおおよそ何%で しょうか。

49

.口%
52

問5.貴 社のデータベース ・サー ビスの売上高について国産データ

ベースと海外データベースの構成比についてご回答下さい。
国産 デー タベ ース53

海 外 デー タベ ース58

合 計 1 0 0

%

%

%

問6.ま た、提供方法別のおおよその売上高比率をご回答下 さい。

(「提供 していない」場合は0を 、 「提供 しているが

割合が分か らない」場合は一をご記入下さい)

一94一

国 産 データベース 海 外 データベース

オ ンライ ン59

MT(磁 気 テープ)

CD-ROM

そ の 他

合 計 1 0 0 1 0 0

%

%

%

%

%

83

回



問7.1995年 度の貴社におけるデータベース ・サービス売上高の前年比伸び率はおおよそどの位でしたか。

注)マ イナスの場合は数字の前にマイナス記号(一)を 付 して下さい。

年率84 .口%
87

問8.

① 今後5年 間に にお{る データベース ・サービスの年間売り上げの

平均伸び率はおおよそどの位になるとお考えですか。

注)マ イナスの場合は数字の前にマイナス記号(一)を 付して下 さい。

② 今後5年 間にデー ベース ・サービス 全 の年間売リ上げの平均

伸び率はおおよそどの位になるとお考えですか。

注)マ イナスの場合は数字の前にマイナス記号(一)を 付して下 さい。

僻

碑

88

91

90

93

%

%

期待するメデ ィア等

問9.

① 今後5年 間で最も成長が期待される

データベースの提供メディアは次の

どれになるとお考えですか。最も期

待できるものを⇔ まエ選び、該当

する番号に○印をおつけ下さい。

また、それぞれの予想年平均成長率

94

98

102

106

110

ll4

をご記入下さい。

118

122

126

130

134

138

142

1 最も期待できるサービス形態 成長率(%)

1 現 行 の オンライン・データや ス・サービス

2 月ソコン通信 によるデータベース利用

3 イ ンターネ ッ ト

4 FAXサ ー ビス

5 衛星通信利用のサービス

6 CATV利 用のサービス

7 ダイヤルQ2利 用サー ビス

8 個 人 向 け 携 帯 型 情 報 機 器
(携 帯 電 話,モ ーピか コンピュータ,PDAな ど}

9 MT(磁 気テープ)

10 CD-ROM(CD-1、 電 子ブック等を含む)

11 光磁気ディスク

12 今後新たに登場す るパヲケージ型媒体
(ミニディスクなど)

13 その他:具 体的に
(〉

② 今後、データベース企業として期待 している商用データベースのデータのタイプについて、該当する欄に

○印をおつけ下さい。また、その具体例を括弧内にご記入下さい(例:官 公庁/企 業等の発表資料、政府

の各種統計データなど)。

1文字臼 数働1具 体 例

146

一次資料(生 データ)

〔 〕

148

グラフ・目録等二次資料
〔 〕

150

同
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問10～ 問15に つ いては、貴社 のサー ビス形態が該 当す る箇所のみお答え下さい。

プ ロデューサの方 問10,11,12,13,14,15

}に お答え下さい.デ ィス トリビュータの方 ・……… 問13,14,15

そ の他の企業 の方 ご協力 あ りが と うございま した。

貴社がプ ロデューサである場合,問10～ 問12に お答 え下 さい

問10.デ ー タベースのデ ィス トリビューシ151

ヨンの方 法について、該当する番号 に152

0印 を おつけ下さい(い くつでも)。

また、2に 該当する場合 はその社数 を

お答 え下 さい。

問11.デ ータベースを構築する上で、

問題 となっている点について該

当する番号に○印をおつけ下

さい(い くつでも)。

155

158

157

158

159

180

161

162

163

1 自社でサービス(提 供)を している

2 他社にデータベースの提供を依頼 している

153

-[コ 社

1 データの収集、入力などの構築作業にコス トと時間がかかる

2 構築後のメンテナンスコス トが負担

3 初期投資が大 きく回収困難(ビ ジネスとしてのリスク大)

4 標準化の検討が不足

5 データベース管理システムなど効 率的ソフ トウェアが不足

6 インデクサ等のデータ作成者が不足

7 構築に関しての国の助成が少ない

8 セキュリティ対策への不安

9 その他()

問12.公 的 デ ー タ に つ い て お 聞 き し ま す 。

注)公 的データとは、行政機関等の公的楓関が作成 公表している統計情報および文献資料(白 書、審鶴会答申、法令集など)を 意味 します。

① 貴社では公的データをデータベースのソースデータとして利用していますか。番号をご記入下 さい。

〔1.利 用 して いる.z.利 用 して いな1・・ 〕 □

164

L_2と お答えの方は⑤へお進み下さい。

② 公的データを利用している理

由について、該当する番号に

○印をおつけ下さい(い くつ

でも)。

165

166

167

168

169

170

1 データに信頼性がある

2 毎年あるいは一定期間ごとに更新される

3 ニーズが高い

4 使用料金が安い

5 調査対象の規模など、独自調査ではとても把握できない

データである

6 その他()
ロ ア エ

同
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③ 現在どんな公的データをソースデータとして利用 していますか。該当する欄に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

利 用 の 有 無

データの種類

利用 している。

現在利用 していな

いが、今後利用

したい。

利用していない/

利用する予定なし

A.文 字 デ ータ 1.政 府白書関係172

2.政 府委員会資料175

3.政 府記者発表資料 ロ8

4.官 報181

5.判 例集など184

6.都 市計画データ(地 図情報含む)

7.特 許情報"o

8.そ の他()193

B.数 値 デー タ 1.人 口 ・雇用 ・労働196

2.国 民 経済 ・景気 ・金融199

3.国 際 収支 ・貿 易202

4.産 業 一般205

5.企 業関連208

6.そ の他()川

④ 公的データを利用していて、どんな問題点を感じていますか。該当する番号に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

214

215

216

217

218

219

220

221

1 ニーズに合ったデータが少ない

2 どこが窓口かわからない

3 提供窓 口が省庁別になっており、一本化されていない

4 公的データ利用の手続きが面倒

5 料金が高い

6 利用 したい公的データの提供形態が紙媒体でデジタル化されていない

7 公開 ・提供される時期が遅い(デ ータが古い)

8 その他()

→ 問13へ お進み下さい。

⑤ 公的データを利用していない理由について、該当する番号に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

222

223

224

225

226

227

228

229

1 ニーズに合ったデータが少ない

2 どこが窓口かわか らない

3 提供窓口が省庁別になっており、一本化されていない

4 公的データ利用の手続きが面倒

5 料金が高い

6 利用 したい公的データの提供形態が紙媒体でデジタル化 されていない
㌔

7 公開 ・提供 される時期が遅い(デ ータが古い)

8 その他() 　ヨロ

同
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⑥ 公的機関が作成 ・所有している公的データは、国民の税金でまかなわれており、原則として国民に無料(提 供

作業経費 ・媒体費などは実費で)で 提供すべきだとする意見がありますが、このことについてどう思われます

か。該当する番号に○印をおつけ下さい(ど れかひとつ)。

231

232

233

234

公的データは、原則として国民の税金でまかなわれており、日本人 ・外国人、個人 ・法人を問

わず、無条件で希望者全員に国家機密 ・個人データなどを除き、無料で提供すべきだ。インタ
ーネ ット上で も公開できるものは全て公開すべきである。

公的データは、原則として国民の税金でまかなわれているとはいえ、全ての国民が必要 とする

わけではない。公的データといえども、個人が自分のためだけに利用する場合は無料でも、企

業や第三者提供を前提 とした個人、外国人の場合は同等のデータベースの市場価格を参考 にし

たそれなりの料金を設定、有料で提供すべきだ。インターネッ ト上での情報公開は、無料の分

野に限定すべきだ。

公的データは、原則として国民の税金でまかなわれているとはいえ、全ての国民が必要とする

わけではない。公的データは、個人 ・企業 ・外国人を問わず、第三者提供の有無にかかわ らず

同等のデータベースの市場価格を参考に、提供料金を決め、利用者から料金を徴収すべきだ。

この場合、個人利用か第三者提供かなどで、料金格差を設けるべきだ。インターネ ット上での

情報提供は、無料の分野に限定すべきだ。

貴社 が プ ロデ ュー サ あ る い はデ ィス トリ ビュー タで あ る場 合 、 問13～ 問15に お答 え下 さい

問13.画 像などデータの種類についてお聞きします。

① 貴社の商用データベースでは、どのような種類のデータを提供 していますか。現在提供しているデータと

今後提供 したい、あるいは拡充したいデータを選んで○印をおつけ下さい(い くつでも)。

現 在 提 供 し て い る
今 後 提 供 し た い

提 供 を 増 や し た い

オンライン オフライン

(CD-ROM等)

わ ライン 打ライン

(CD-ROM等)

テ キ ス ト(リ ファレンス)235

テ キ ス ト(フ ァク ト・文字)239

数値243

画像 ・グラフ(描 写による=NAPLPSな ど)

画 像(静 止画 ・イメー ジ:写 真 など)251

映像(動 画)255

立 士259
日戸

ソ フ トウ ェ ア(検 索 ソフ},ビ ュ+な ど)263

238

242

246

250

254

258

262

266

ユロア

同
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② ①で画像 ・映像データを提供 している場

合、画像 ・映像データベース ・サー ビス

は、貴社にとってどのような位置づけに

なりますか。該当する番号に○印をおつ

け下さい(い くつでも)。

268

269

270

271

272

1 中心的なサービスである

2 部分的なサービスである

3 ごく一部でや っている

4 将来のため実験的にやっている

5 その他()

③ ①で画像 ・映像データを提供 していない

場合、今後どのようにお考えですか。該

当する番号に○印をおつけ下さい(ひ と

つだけ)。

273

274

275

276

1年 以内に開発 ・提供を予定 している

3年 以内 ぐらいには、開発 ・提供が考えられる

④ 今後画像 ・映像データベースを製作、提供する場合、どのような内容のデータベースが考えられますか。

ご自由にご記入下さい。

問14.CD-ROM化 されたデータベースにっいてお聞きします。

① 現在CD-ROM化 されたデータベースを提供 していますか。

〔1.は い 2.い い え 〕

L、 とお答えの方は④へお進み下さ、、

口
277

② どのような分野のデータベースをCD-ROMで 提供していますか。

次頁の 「CD-ROM分 野コー ド一覧」を参考にして主なものをコ

ー ドでご記入下さい。また、そのタイ トル数をお答え下さい。その

他のときのみ具体例を下欄にご記入下さい。

その他(分 野コー ド99のとき)

分野コー ド タイトル数

1

2

3

4

5

合 計

28!

285

289

293

297

299

③ 貴社が提供 している代表的なCD-ROMに よるデータベース名(タ イ トル名)を ご記入 ください(5つ まで)。

1.

2.

3.

4.

5. ヨむ　

同
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④ 今後新たなC'D-ROM化 されたデータベースを提供する予定があ

りましたら、そのデータベースの分野を下記の 「CD-ROM分 野

コー ド一覧」を参考にして5つ までコー ドでご記入下 さい。また、

そのタイ トル数をお答え下さい。その他のときのみ具体例を下欄に

ご記入下さい。

その他(分 野コー ド99のとき)

分野 コー ド タイ トル数

1

2

3

4

5

合 計

304

308

312

316

320

322

CD-ROM分 野 コー ド一覧

〔一 般〕 18 不動産

1 オ ーデ ィオ ・ビジュアル/ゲ ーム ・娯楽 19 法律 ・法規 判例/税 ・税務情報

2 サービスガイ ド・案内情報 〔自然科学 ・技術〕

3 辞(事)典/百 科/デ ィレク トリー 20 医 ・薬学/バ イオ/科 学

4 CAI 21 宇宙/地 球/海 洋/水 産

5 書誌/図 書 ・刊行物情報 22 エネルギー/資 源/環 境

6 人物情報 ③hピsWho) 23 気象 ・気候

7 新聞/雑 誌/ニ ュース 24 科学技術/特 許

8 デス ク トップ 25 コ ン ピュータ/ソ フ トウェア

9 ナ ビゲー シ ョン 26 建築 ・建設

〔ビジネス〕 27 数学/農 業 ・農学

10 金融/証 券/為 替/市 況情報 28 材料 ・素材

11 規 格 〔人文 ・社会科学〕

12 企業 ・財務情報 29 教育/宗 教

13 経済/ビ ジネス 30 芸術 ・文化/文 学 ・歴史

14 商品 ・製品情報 31 言語 ・用語

15 パ ーツカ タログ 32 社会科学/心理学

16 地図 ・マ ッピング/電 話番号/住 所コー ド 33 図書館 ・情報科学

17 統計 ・人口 34 地図 ・地理

99 そ の 他()

問15.イ ンターネッ トについてお聞きします。

① 貴社ではインターネットを介 したデータベース ・サービスを実施 していますか。番号をご記入下さい。

〔 ㌫ ㌶ い::〇 三蕊 〕 □ ・2・

L___4と お答えの方は⑤へお進み下さい

　コる

同

一100一



② インターネ ットを介 したデータベース ・サービスなどのうち、次のどれを実施(あ るいは計画)し てい

ますか。該当する番号に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

325

326

327

328

329

330

331

332

333

334

335

336

337

338

339

340

341

1 電子メールを利用 したニュースなどの文字情報サービス

2 NetNewsに よ る情 報交換サー ビス

3 インターネットフォンなどによるリアルタイム会話 ・会議サービス

4 CU-seeMeに よ る双方向 コ ミュニケーシ ョン ・サー ビス

5 … を利用 した文字 ・数値 ・静止画情報サービス

6 ㎜ を利用 した動画情報(ニ ュース映像を含む)サ ービス

7 4.と5.の 複 合サー ビス

8 酬 を利用した情報検索サービス

9 電子モールなど… を利用 した商品やサービスのオ ンライン販売

10 wwwを 利用 したソフ トウェア提供サービス

11 冊棚 上での証券などの取引サービス

12 ホ ームペー ジの評価サ ー ビス

13 ホームページの視聴率測定サービス

14 サ ウ ン ド・映像のオ ンデマ ン ド・サ ー ビス

15 上記以外のサービス

16 具体的なイメージは固まっていない

17 その他 〔 〕

③ インターネッ トを介 した、データベース ・サービスなどの課金方式として、次のどれを実施(あ るいは

計画)し ていますか。該当する番号に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

342

343

344

345

346

347

348

349

350

1 ユーザを特定 した有料制サービス(既 存の請求方式)

2 ユーザからのアクセスはインターネットで、請求 ・決済などは従来の方式

(請求書発行、銀行振込など)で

3 ディジタル ・キャッシュなどの新 しい電子決済手段

4 ク レ ジ ッ ト ・カ ー ド

5 広告でまかなう

6 広告とそれ以外との組み合わせ

7 料金はとらない

8 具体的な方式は固まっていない

9 その他 〔 〕

　ヨ 　

巨]
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④ インターネ ッ トを介 したデータベー ス ・サー ビスなどの不安 ・問題 の内容 について、該 当す る番号 に○

印をおつけ下 さい(い くつでも)。

352

35:

354

355

356

357

35s

359

360

361

362

363

364

1 特に不安 ・問題はない

2 サービスの維持コス トをまかなう方式が見いだせない

3 料金の徴収方法(課 金)が 面倒である

4 認証手続きなどが確立されていない

5 個人情報 ・機密情報など、漏洩のおそれがある

6 外部からの進入など、セキュリティー上の心配がある

7 回線容量 ・サーバーの能力次第で、画面の展開速度が遅すぎる場合がある

8 プロバイダーなどに支払 う回線料金が高い

9 従来の提供チャネル(オ ンラインサービスなど)と の調整が難 しい

10 パ ソコンの操作が複雑で、普及の妨げになっている

11 変化が速すぎて、サービスの立ち上げタイ ミングが難 しい

12 今後どうなるのか、見通せない

13 その他〔 〕

ご協力ありがとうございました。

366 365

口
3.0
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